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1．港湾法 

港湾法の一部を改正する法律の施行（令和４年 12 月 16 日） 

エネルギー・産業構造の円滑な転換に必要な港湾における脱炭素化の取組を官民連携によ

り推進するための仕組みの整備等を行う港湾法の一部を改正する法律（令和４年法律第 87

号。以下「改正法」という。）」の一部が令和４年 12 月 16 日に施行された。 

改正法のうち、港湾における脱炭素化の推進に関する内容の概要は以下のとおり（図 1 参

照）。 

①国が定める港湾の開発等に関する基本方針に、脱炭素化に関する事項を明記 

②港湾法の適用を受ける港湾施設に、船舶に水素等の動力源を補給する施設を追加 

③多岐に亘る港湾の官民関係者が一体となって脱炭素化の取組を推進するための枠組みと

して、「港湾脱炭素化推進計画」「港湾脱炭素化推進協議会」制度を創設 

④水素関連産業の集積など、計画の実現のために港湾管理者が定める区域内における構築

物の用途規制を柔軟に設定できる特例等を措置 

 

本マニュアルは、上記の改正法の内容を踏まえたものである。なお、上記②及び④の詳細

は、それぞれ以下の(2)及び(3)のとおり。 

 

港湾施設の定義の見直し 

○改正の趣旨 

国際海運分野の環境規制の強化や世界的なカーボンニュートラルの取組を背景として、船

舶燃料が、現在、利用されている石油系燃料（重油等）から、より環境負荷の低い燃料

（LNG、水素、アンモニア等）に移行することが見込まれることから、港湾法第２条第５項

第８号の２及び第 13 号に規定されている船舶役務用施設及び港湾役務提供用移動施設とし

て、船舶のための給油及び給炭の用に供する施設等以外の船舶のための動力源の供給の用に

供する施設が追加された。 

 

○新たに追加された港湾施設について 

船舶役務用施設及び港湾役務提供用移動施設として、新たに追加された港湾施設は以下の

施設が該当する。 

 

船舶役務用施設 

・船舶に LNG、アンモニア、水素その他の燃料を供給するための固定的な施設 

・係留中の船舶に陸上から電力を供給するための固定的な施設 

 

港湾役務提供用移動施設 

・船舶に LNG、アンモニア、水素その他の動力源を供給するための船舶及びタンクローリ

ー等の車両 

 



 

 

2 

 

 

脱炭素化推進地区 

○改正の趣旨 

港湾脱炭素化推進計画を作成した港湾管理者は、港湾法第 50 条の５第１項の規定に基づ

き、当該港湾脱炭素化推進計画の目標を達成するために必要があると認めるときは、港湾法

第 39 条第１項の規定により指定した分区の区域内において、当該目標の達成に資する土地

利用の増進を図ることを目的とする一又は二以上の区域（以下「脱炭素化推進地区」とい

う。）を定めることができることとされ、また、当該脱炭素化推進地区の区域内においては、

港湾管理者としての地方公共団体は、条例で、当該分区に係る港湾法第 40 条第１項に規定

する構築物用途規制を強化し、又は緩和することができるものとされた。 

分区制度は、臨港地区内の一定の区域毎に建築物その他の構築物の用途を規制し、無秩序

な土地利用を回避するとともに、臨港地区内の計画的かつ合理的な土地利用を誘導すること

で港湾における経済、産業活動の活性化を図ることを目的としているが、脱炭素化推進地区

制度は、この分区制度の趣旨との両立を図りつつ、各港湾の実情や地域のニーズに応じた脱

炭素化の取組を推進するため、分区の区域内において柔軟な構築物用途規制を行うことを目

的としている。 

 

○脱炭素化推進地区の指定について 

脱炭素化推進地区を定める場合には、既存の分区との関係を十分に考慮したうえで、港湾

脱炭素化推進計画に定められた官民の連携による脱炭素化の促進に資する土地利用の方向性

に沿って、目的を明確に設定して、適切に定めることが望ましい。 

ア 既存の構築物用途規制を緩和する場合の具体例 

・商港区の区域内の一部において、燃料電池搭載の脱炭素型荷役機械を導入するにあたっ

て、商港区で建設が禁止されている水素の危険物保管施設等を建設したい場合 

イ 既存の構築物用途規制を強化する場合の具体例 

・工業港区の区域内の一部において、水素等の受入の拠点を形成するため、水素等の保管

施設や、水素等を利用する発電所、工場等の施設の集積を図りたい場合 

・工業港区の区域内の一部において、洋上風力発電の基地の機能を強化するため、資機材

等の生産工場や、組立施設、メンテナンスを行う事業所等の集積を図りたい場合 

 

また、脱炭素化推進地区制度の導入にあたっては、関係者の理解を得ながら行うことが必

要であることから、港湾管理者におかれては、あらかじめ、協議会や地元説明会等の場を活

用し、制度内容の周知や必要な情報提供を行うことが望ましい。 

なお、港湾法施行規則第４条第４項第３号の規定に基づき、脱炭素化推進地区を定めたと

きは当該脱炭素化推進地区の概要を記載した書類を、同項第２号の規定に基づき、港湾法第

50 条の５第２項の規定に基づき条例を定めたときは当該条例の規定を記載した書類を国土

交通大臣に提出するものとされている。 

 

○脱炭素化推進地区の区域内における構築物用途規制に係る留意事項 

ⅰ）脱炭素化推進地区の区域内における構築物用途規制については、「「都市計画区域内に

おける臨港地区に関する運用指針」の改定について（通知）（令和４年 12 月 16 日付け国港
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総第 498 号、国港計第 21 号、国都計第 137 号、国住街第 184 号）」を参照すること。 

ⅱ）脱炭素化推進地区の区域内における構築物用途規制は、既存の分区制度と同様、土地

の所有者の財産権に重大な影響を与えるものであることから、その内容に関しては誤解を招

かないよう客観的かつ合理的に定めること。 

ⅲ）水素や燃料アンモニアの受入、貯蔵、利用等に関しては、高圧ガス保安法（昭和 26

年法律第 204 号）等関係法令に留意すること。 

 

 

 

図 1：「港湾法の一部を改正する法律」（R4.12 施行）（脱炭素化関係抜粋） 
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２．エネルギーの使用の合理化等に関する法律 (省エネ法) 

省エネ法の概要 

省エネ法は、「内外におけるエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の有

効な利用の確保に資するため、工場等、輸送、建築物及び機械器具等についてのエネルギー

の使用の合理化に関する所要の措置、電気の需要の平準化に関する所要の措置その他エネル

ギーの使用の合理化等を総合的に進めるために必要な措置を講ずることとし、もって国民経

済の健全な発展に寄与すること」を目的としている。 

省エネ法がエネルギー使用者を直接規制する事業分野としては、工場・事業場及び運輸分

野が挙げられ、工場等（工場又は事務所その他の事業場）の設置者や輸送事業者・荷主に対

し、省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準を示すとともに、一定規模以上の事

業者にはエネルギー使用状況等を報告させ、取組が不十分な場合には指導・助言や合理化計

画の作成指示等が行われる。港湾・臨海部の事業者においても、規定された基準以上のエネ

ルギー使用量や輸送量等が確認された場合は報告義務等対象者として、エネルギー使用状況

等の定期報告義務が発生する。 

 

 

資料：燃料アンモニア導入官民協議会, 令和３年２月「燃料アンモニア導入官民協議会中間取りまとめ」より 

経済産業省, 令和元年「エネルギーの使用の合理化等に関する法律 省エネ法の概要」より 

経済産業省, 令和３年２月「20 5 0 年カーボンニュートラルの実現に向けた需要側の取組」より 

図 2：省エネ法における「エネルギー」の定義 
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資料：経済産業省, 令和元年「エネルギーの使用の合理化等に関する法律 省エネ法の概要」より 

図 3：報告義務等対象者の基準等 

 

安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する

法律等の一部を改正する法律（R5.4 施行）の要点 

第 6 次エネルギー基本計画（2021 年 10 月閣議決定）を踏まえ、「2050 年カーボンニュー

トラル」や 2030 年度の野心的な温室効果ガス削減目標の実現に向け、日本のエネルギー需

給構造の転換を後押しすると同時に、安定的なエネルギー供給を確保するための制度整備が

必要である。このため、省エネ法のエネルギーの定義の見直しや、非化石エネルギーへの転

換を促進するための措置の新設、脱炭素燃料や技術への支援強化（高度化法）、電源休廃止

時の事後届出制から事前届出制への変更や大型蓄電池の発電事業への位置付け（電気事業法）

等の措置を講じる。 
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資料：https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220301002/20220301002-1.pdf 

図 4：安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法

律等の一部を改正する法律（R5.4 施行）の要点 

 

   1) 改正省エネ法の要点 

改正省エネ法の要点は以下の通りである。 

 

○エネルギーの使用の合理化（エネルギー消費原単位の改善等）の対象に、非化石エネル

ギーを追加する。 

○工場等で使用するエネルギーについて、化石エネルギーから非化石エネルギーへの転換

（非化石エネルギーの使用割合の向上）を求める。具体的には、特定事業者等に対して、

非化石エネルギーへの転換に関する中長期的な計画の作成等を求める。 

○再エネ出力制御時への電気需要のシフトや、需給逼迫時の需要減少を促すため、現行の

「電気の需要の平準化」を「電気の需要の最適化」に見直し、電気を使用する事業者に

対する指針の整備等を行う。また、電気事業者に対し、電気の需要の最適化に資するた

めの措置に関する計画（電気の需要の最適化に資する取組を促すための電気料金の整備

等に関する計画）の作成等を求める。 

○これらを踏まえて、法律名を「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転
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換等に関する法律」に改正する。 

 

 

 

資料：https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220301002/20220301002-1.pdf 

図 5：改正省エネ法（R5.4 施行）の要点  
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   2) 改正高度化法等の要点 

改正高度化法の要点は以下の通りである。 

○位置づけが不明瞭であった水素・アンモニアを非化石エネルギー源として位置付け、そ

れら脱炭素燃料の利用を促進する。 

○火力発電であっても CCS を備えたもの（CCS 付き火力）を法律上に位置付け、その利用

を促進する。 

○これらを踏まえて、法律名を「エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利

用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」に改正する。 

 

改正独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法（JOGMEC 法）の要点は以下の通り

である。 

○（１）洋上風力発電のための地質構造調査等を追加する。 

○（２）海外の大規模地熱発電等の探査事業（経済産業大臣の認可が必要）に対する出資

業務を追加する。 

○（３）水素・アンモニア等の製造・貯蔵等に対する出資業務等を追加する。 

○（４）CCS 事業及びそのための地層探査に対する出資業務等を追加する。 

○（５）国内におけるレアメタル等の選鉱・製錬に対する出資業務等を追加する。 

○（1）、（2）、（4）及び（5）の改正に伴う規定の整備を行う。 

○これらを踏まえて、法律名を「独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法」に改正

するとともに、機構の名称を「独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構」に改称

する。 
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資料：https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220301002/20220301002-1.pdf 

図 6：改正高度化法等の要点 
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   3) 改正電気事業法の要点 

改正電気事業法の要点は以下の通りである。 

○発電所の休廃止について、「事後届出制」から「事前届出制」に改める。 

○広域的運営推進機関から供給計画に付して経済産業大臣に送付する意見に供給能力の確

保のために必要な措置に関するものを追加し、経済産業大臣が電気事業者に供給計画の

変更勧告を行うにあたり、当該意見を踏まえることとする。 

○「大型蓄電池」を電気事業法上の「発電事業」に位置付けるとともに、系統への接続環

境を整備する。 

 

 

 

資料：https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220301002/20220301002-1.pdf 

図 7：改正電気事業法の要点 
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３．地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法） 

 

温対法は地球温暖化対策を国・地方自治体・事業者・国民が一体となって取り組んでいく

ために制定された法律で、平成９年に採択された京都議定書を受け、平成 10 年に成立した。 

温対法に基づき、平成 18 年４月１日から、温室効果ガスを相当程度多く排出する者（特

定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出量を算定し、国に報告することが義務付けられて

いる（図 8 参照）。 

また、地方公共団体は、温対法に基づき、区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガ

スの排出削減等を推進するための総合的な計画（地方公共団体実行計画（区域施策編）や自

らの事務事業に伴う温室効果ガスの排出量の削減等を推進するための計画（地方公共団体実

行計画（事務事業編））を策定するものとされている（図 9 参照）。 

さらに、2050 年までのカーボンニュートラルの実現を法律に明記することで、政策の継

続性・予見性を高め、脱炭素に向けた取組・投資やイノベーションを加速させるとともに、

地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化の取組や企業の脱炭素経営の促進を図る「地

球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」を、令和３年６月２日から施行し

た（一部は令和４年４月１日施行）。令和３年度の温対法の改正内容の概要は表 2 に記載す

る。 

加えて、我が国における脱炭素社会の実現に向けた対策の強化を図るため、温室効果ガス

の排出の量の削減等を行う事業活動に対し資金供給等を行うことを目的とする株式会社脱炭

素化支援機構に関し、その設立、機関、業務の範囲等を定める令和４年度改正温対法が令和

４年７月１日に施行され、同年 10 月 28 日に株式会社脱炭素化支援機構が設立された。 
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資料：環境省 HP ,  < h t t p s : / / g h g - s a n t e i k o h y o . e n v . g o . j p / a b o u t >より 

（令和３年 1 1 月 16 日アクセス） 

図 8：温対法における温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度の流れ 
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表 1：温室効果ガス排出量の報告対象となる事業者と温室効果ガスの種類 

温室効果ガスの種類 対象者（※） 

エネルギー起源 CO2 

【特定事業所排出者】 

全ての事業所のエネルギー使用量合計が

1,500kl/年以上となる事業者 

・省エネ法の特定事業者 

・省エネ法の特定連鎖化事業者 

・省エネ法の認定管理統括事業者又は管理

関係事業者のうち、全ての事業所のエネ

ルギー使用量合計が 1,500kl/年以上の

事業者 

・上記以外で全ての事業所のエネルギー使

用量合計が 1,500kl/年以上の事業者 

【特定輸送排出者】 

・省エネ法の特定貨物輸送事業者 

・省エネ法の特定旅客輸送事業者 

・省エネ法の特定航空輸送事業者 

・省エネ法の特定荷主 

・省エネ法の認定管理統括荷主又は管理関

係荷主であって、貨物輸送事業者に輸送

させる貨物輸送量が 3,000 万トンキロ/

年以上の荷主 

・省エネ法の認定管理統括貨客輸送事業者

又は管理関係貨客輸送事業者であって、

輸送能力の合計が 300 両以上の貨客輸送

事業者 

上記以外の温室効果ガス 

【特定事業所排出者】 

次の①および②の要件をみたす事業者 

①温室効果ガスの種類ごとに全ての事業所

の排出量合計が CO2 換算で 3,000t 以上 

②事業者全体で常時使用する従業員の数が

21 人以上 

※全ての温室効果ガスが対象となり、多量に温室効果ガスを排出する事業者は、事業内容

に関わらず対象となる。 

省エネ法の定期報告を行う事業者については、エネルギー起源二酸化炭素の排出量に関

して省エネ法定期報告書で報告を行えば、温対法上の報告をしたとみなす。具体的な報告

方法は、下記のとおり。 

１．エネルギー起源二酸化炭素の排出量のみを報告する場合 

省エネ法定期報告書を使用して、エネルギー起源二酸化炭素排出量及び調整後温

室効果ガス排出量に係る情報を報告する。(省エネ法定期報告書で報告できる温室効

果ガス排出量はエネルギー起源二酸化炭素についてのみ。) 

２．エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量のみを報告する場合 

温対法報告書を使用して、温室効果ガス排出量及び調整後温室効果ガス排出量に

係る情報を報告する。 

３．エネルギー起源二酸化炭素とそれ以外の温室効果ガス排出量を報告する場合 

省エネ法定期報告書に温対法報告書を添付して報告する。この場合、省エネ法定

期報告書にエネルギー起源二酸化炭素排出量及び調整後温室効果ガス排出量に係る

情報を記載し、温対法報告書にエネルギー起源二酸化炭素以外の排出量を記載す

る。 

資料：環境省 HP ,  < h t t p s : / / g h g - s a n t e i k o h y o . e n v . g o . j p / a b o u t >より 

（令和３年 1 1 月 16 日アクセス） 
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資料：「地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策推進法の施行に関する検討会（第 1 回）」・「地方公共団体実行計画策定・実

施マニュアルに関する検討会（第１回）」合同会合 

< h t t p s : / / w w w . e n v . g o . j p / p o l i c y / c o u n c i l / 5 2 k e i k a k u - m a n u a l / y 5 2 0 - 0 1 b . h t m l >資料３より 

（令和３年 1 1 月 22 日アクセス） 

図 9：地方公共団体実行計画制度の概要 

 

表 2：改正地球温暖化対策推進法について 

改正の内容① 地球温暖化対策の基本理念 

基本理念を追加し、地球温暖化対策の推進は、パリ協定の２℃・1.5℃目標（※１）を踏

まえ、環境の保全と経済及び社会の発展を統合的に推進しつつ、我が国における 2050 年

までの脱炭素社会（※２）の実現を旨として、国民、国、地方公共団体、事業者、民間の

団体等の密接な連携の下に行われなければならないものとする。（第２条の２） 
※１ パリ協定第２条１(a)の規定において世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも 2℃高い水準を十

分に下回ること及び 1.5℃高い水準までのものに制限するための努力を継続するという目標。 

※２ 人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作用の保全及び強化により吸収される温室効果

ガスの吸収量との間の均衡が保たれた社会をいう。 

改正の内容② 地域の脱炭素化の促進 

１．都道府県の地方公共団体実行計画制度の拡充 

(１)都道府県は、地方公共団体実行計画において、その区域の自然的社会的条件に応じ

た再エネ利用促進等の施策（※１）に関する事項に加えて、施策の実施に関する目標を定

めることとする（第 21 条第３項） 
※１ 施策のカテゴリ：①再エネの利用促進、②事業者・住民の削減活動促進、③地域環境の整備、④循環型

社会の形成 

(２)都道府県は、地方公共団体実行計画において、地域の自然的社会的条件に応じた環

境の保全に配慮し、省令で定めるところにより、市町村が定める促進区域の設定に関する

基準を定めることができる（第 21 条第６項及び第７項）。 

 

２．市町村の地方公共団体実行計画制度の拡充 

(１) 指定都市・中核市・特例市は、地方公共団体実行計画において、その区域の自然的

社会的条件に応じた再エネ利用促進等の施策（※２）に関する事項に加えて、施策の実施

に関する目標を定めることとする（第 21 条第３項）。 
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(２) 上記以外の市町村も、(１)の施策（※２）及びその実施に関する目標を定めるよう

努めることとする（第 21 条第４項）。  

※２ 施策のカテゴリ：①再エネの利用促進、②事業者・住民の削減活動促進、③地域環境の整備、④循環型

社会の形成 

(３) すべての市町村は、上記の事項を定めている場合において、協議会も活用しつつ、

地域脱炭素化促進事業（※３）の促進に関する事項として、促進区域(※４)、地域の環

境の保全のための取組、地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組等を定めるよう努

めることとする（第 21 条第５項）。 
※３ 再エネを利用した地域の脱炭素化のための施設（地域脱炭素化促進施設）として省令で定めるものの整

備及びその他の地域の脱炭素化のための取組を一体的に行う事業であって、地域の環境保全及び地域の経済

社会の持続的発展に資する取組を併せて行うもの(第２条第６項)。 

※４ 環境保全に支障を及ぼすおそれがないものとして環境省令で定める区域の設定に関する基準に従い、か

つ、都道府県が定めた場合にあっては都道府県の促進区域の設定に関する環境配慮基準に基づき、定めるこ

ととなる。（第 21 条第６項及び第７項） 

 

3．地域脱炭素化促進事業の認定 

(１) 地域脱炭素化促進事業を行おうとする者は、事業計画を作成し、地方公共団体実行

計画に適合すること等について市町村の認定を受けることができる（第 22 条の２）。 

(２) (１)の認定を受けた認定事業者が認定事業計画に従って行う地域脱炭素化促進施設

の整備に関しては、関係許可等手続のワンストップ化（※５）や、環境影響評価法に基づ

く事業計画の立案段階における配慮書手続の省略といった特例を受けることができる（第

22 条の５～第 22 条の 11）。 
※５ 自然公園法に基づく国立・国定公園内における開発行為の許可等、温泉法に基づく土地の掘削等の許

可、廃棄物処理法に基づく熱回収施設の認定や処分場跡地の形質変更届出、農地法に基づく農地の転用の許

可、森林法に基づく民有林等における開発行為の許可、河川法に基づく水利使用のために取水した流水等を

利用する発電（従属発電）の登録。 

改正の内容③ 企業の脱炭素経営の促進 

■企業の排出量等の情報のより迅速かつ透明性の高い形での見える化を促進するべく、企

業の温室効果ガス排出量に係る算定報告公表制度について、電子システムによる事業所管

大臣への報告を原則（※）とするとともに、環境大臣及び経済産業大臣は、事業所管大臣

から通知された各企業の温室効果ガス算定排出量の情報について、事業所ごとの排出量情

報等を含め、遅滞なく公表するものとする。これに伴い、事業所ごとの排出量情報等に係

る開示請求制度を廃止する（第 29 条、第 30 条、第 31 条及び第 32 条）。 
※電子報告の義務化は、省令改正含め対応。 

（→ 法改正と併せて、報告者・情報利用者の双方に利便性の高いシステムの構築を推進） 

 

■また、地域地球温暖化防止活動推進センターの事務として、温室効果ガスの排出の量の

削減等のための措置に係る事業者向けの啓発・広報活動を明記（第 38 条第２項第１

号）。 

改正の内容④ その他 

地球温暖化対策の定義の変更等の所要の規定の整備を行う。 

 

資料：環境省, 令和３年６月「改正地球温暖化対策推進法について」 

< h t t p : / / w w w . e n v . g o . j p / p r e s s / o n t a i h o u / 1 1 6 3 4 8 . p d f >  

「地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策推進法の施行に関する検討会（第 1 回）」・「地方公共団体実行計画策定・実施マ

ニュアルに関する検討会（第１回）」合同会合 

< h t t p s : / / w w w . e n v . g o . j p / p o l i c y / c o u n c i l / 5 2 k e i k a k u - m a n u a l / y 5 2 0 - 0 1 b . h t m l >資料３より 
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資料：     https://www.env.go.jp/content/000105241.pdf 

：https://www.jicn.co.jp/assets/media/jicn2022.pdf 

図 10：令和４年度改正温対法の要点  
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【参考１】温室効果ガスインベントリ（温対法関連） 
（１）概要 

我が国では、気候変動枠組条約（UNFCCC）及び京都議定書の国内措置を定めた「地球温

暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）第７条において、政府は、毎年、

我が国における温室効果ガスの排出及び吸収量を算定し、公表することとされているため、

環境省が関係省庁及び関係団体の協力を得ながら、UNFCCC に基づき毎年提出する温室効果

ガスインベントリ（以下「インベントリ」という。）を作成している（図 11 参照）。 

インベントリは、各国における温室効果ガス排出量を把握するために作成されており、一

国が１年間に排出・吸収する温室効果ガスの量をとりまとめたデータのことである。インベ

ントリでは、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロ

カーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）、三フッ化窒

素（NF₃）の７種の温室効果ガスの排出量を算定するとともに、CO2 と比較した場合の各温

室効果ガスの温室効果の強さを示す地球温暖化係数（Global Warming Potential: GWP）

を用いて CO2 等量に換算した温室効果ガス総排出量を算定することが求められている。 

算定に必要となる活動量データは、データが出版物・ウェブ等から入手できるものについ

ては当該媒体から必要となるデータが収集され、出版物・ウェブ等で公表されないデータ及

びインベントリ作成時に未公表のデータについては、環境省又は国立環境研究所地球環境研

究センター温室効果ガスイベントリオフィス（GIO）よりデータを所管する関係省庁及び関

係団体にデータ提供依頼が行われ、データが収集される。主な関係省庁及び関係団体と統

計・データは表 3 に示すとおりである。 

インベントリでは、原則として、その国から人為的に発生する全ての温室効果ガス排出・

吸収量を算定する必要がある。2006 年気候変動に関する政府間パネル（IPCC）ガイドライ

ンでは、温室効果ガスの排出・吸収源を大きく次の４つのカテゴリに分類した上で、各分野

に属する詳細な排出・吸収源とその排出・吸収量算定方法を提供しており、各国はこの分類

に基づいて排出・吸収量の算定を行い、報告を行っている。特に、CO2 排出量の約６割を占

める製油所・発電所・鉄鋼・化学工業等の多くは、港湾・臨海部に立地しており、これら産

業の活動に由来する温室効果ガス排出量は、インベントリの「エネルギー分野」「工業プロ

セス及び製品の使用分野」に含まれる。 

・エネルギー分野 

・工業プロセス及び製品の使用分野 

・農業、森林及びその他土地利用変化分野 

・廃棄物分野 
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資料：国立環境研究所, 令和２年「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」より 

図 11：日本国のインベントリ作成体制 

 

表 3：主な関係省庁及び関係団体と統計・データ 

 主なデータ又は統計 

関係省庁 

環境省 

大気汚染物質排出量総合調査、日本の廃棄物

処理、廃棄物等循環利用量実態調査、産業廃

棄物処理施設状況調査 

経済産業省 

総合エネルギー統計、化学工業統計年報、窯

業･建材統計年報、硝酸生産量、産業構造審

議会製造産業分科会化学物質政策小委員会フ

ロン類等対策 WG 資料 

国土交通省 
自動車燃料消費量統計年報、土地利用現況把

握調査 

農林水産省 

畜産統計、耕地及び作付面積統計、ポケット

肥料要覧、農地の移動と転用、国家森林資源

データベース、森林吸収源インベントリ情報

整備事業報告書 

関係団体 電気事業連合会 加圧流動床ボイラー燃料使用量 
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（一財）石炭エネルギ

ーセンター 
石炭生産量、石炭政策史 

（一社）セメント協会 クリンカ生産量、セメントハンドブック 

（一社）日本鉄鋼連盟 
コークス炉蓋・脱硫酸化塔・脱硫再生塔から

の排出量 

日本製紙連合会 産業廃棄物最終処分量、RPF 焼却量 

資料：国立環境研究所, 令和４年「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」より 

 

 

資料：地球環境研究センター, 令和４年日本国温室効果ガスインベントリ報告書 

図 12：各分野の温室効果ガス排出量及び吸収量の推移 
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【参考２】SHK 制度 
SHK 制度は 2006 年に導入された制度で、地球温暖化対策推進法（温対法）に基づき、温

室効果ガスを一定量以上排出する事業者に、自らの排出量の算定と国への報告を義務付け、

報告された情報を国が公表する制度である。 

排出者自らが排出量を算定することによる自主的取組のための基盤の確立と、情報の公

表・可視化による国民・事業者全般の自主的取組の促進・気運の醸成、を制度の目的とする。 

 

 

 

図 13：SHK 制度の流れ 
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４．水素等の取扱いに関し、特に留意すべき法令の規制等 

水素に関する法令の規制等について 

水素の取扱いに関し、特に留意すべき法令の規制等を水素サプライチェーンの流れに沿っ

て記載する。水素の取扱いに関する法令の規制等は常に見直しが行われていることから、最

新の規制等を適宜確認する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  施設の設置 

■水素を製造・貯蔵するにあたっての届出/許可の要否 

（高圧ガス保安法による施設の設置の届出の場合） 

〇高圧ガス保安法（第２条、第５条等） 

高圧ガス保安法において、水素は第二種ガスに該当し、第二種ガス（第一種ガスである、

①施設の設置 

②海上輸送 

③貯蔵 

④供給 

⑤活用 

■船舶を用いた海上輸送 
〇船舶安全法 
〇港則法                  等 

■タンクを用いた貯蔵 
〇一般高圧ガス保安規則 
〇倉庫業法施行規則             等 

■陸上輸送での供給 
〇道路法 
■パイプラインを用いた供給 
〇一般高圧ガス保安規則 
〇コンビナート等保安規則 
〇海岸法、河川法、道路法 
■水素ステーションを活用した供給（改質装置を含む） 
〇高圧ガス保安法、危険物の規制に関する規則 等 

■自立型水素電源 
〇一般高圧ガス保安規則   等 

■水素を製造・貯蔵するにあたっての届出/許可の要否 
〇高圧ガス保安法 
■水素製造装置の届出・ばい煙の測定 
〇大気汚染防止法施行規則           
■水素を取り扱う際の換気対策 
〇労働安全衛生規則 
〇騒音規制法、振動規制法 
■水素を取り扱う際の防災対策 
〇石油コンビナート等災害防止法・同施行令 
■水素ステーション等の設備設置に関する地域制限 
〇建築基準法・同施行令 
〇港湾法・ 
■水素を取り扱う港湾の施設の建設等 
○港湾法                  等 

図 14：水素サプライチェーンに沿った水素に関する主な法令 
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ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、ラドン、窒素、二酸化炭素、フル

オロカーボン、空気以外のガス）の製造設備及び貯蔵設備の処理能力に応じて、各都道府

県への手続きが必要である（表 4 参照）。また、水素の状態が１MPa 以上の圧縮ガスや

0.2MPa 以上の液化ガス等の場合は高圧ガスに定義されるとともに、一般高圧ガス保安規

則によって可燃性ガス、毒性ガスに分類されており、他の設備との離隔距離やガスが漏洩

した際に滞留しないよう換気設備の設置等が規定されている。 

水素は圧縮ガス、液化水素の状態で製造、貯蔵されることが多いが、高圧ガスは圧力が

高く、ガスの種類によっては爆発性、可燃性、支燃性、毒性を有しており、高圧ガス保安

法により様々な規制が課せられている。 

 

表 4：事業所の区分及び対応の要否 

事業所の区分 条件 対応(許可/届出) 

製造者 

第一種製造者 100m 3/日以上、第二種ガスを製造 都道府県知事の許可 

第二種製造者 100m 3/日未満、第二種ガスを製造 都道府県知事へ届出 

貯蔵所 

第一種貯蔵所 1000m 3 以上、第二種ガスを貯蔵 都道府県知事の許可 

第二種貯蔵所 300m 3 以上～1000m 3 未満、第二種ガスを貯蔵 都道府県知事へ届出 

その他貯蔵所 
300m 3 未満、第二種ガスを貯蔵 不要 

（貯蔵基準を遵守） 

資料：高圧ガス保安法を基に作成 

< h t t p s : /  e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 2 6 A C 0 0 0 0 0 0 0 2 0 4 >より 
（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 
資料：高圧ガス保安協会 HP  

< h t t p s : / / w w w . k h k . o r . j p / a d m i n i s t r a t i o n / h i g h _ p r e s s u r e _ g a s . h t m l # 0 3 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 15：第一種貯蔵所の申請手続き・規制概要（※） 

（※第一種製造者の製造に係る貯蔵、ＬＰガス法の供給設備・貯蔵施設は届出不要） 
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資料：高圧ガス保安協会 HP 

<https ://w ww.k hk.o r.jp / admini stra tion /hig h_pr e ssure_ gas. html #03>より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 16：第二種貯蔵所の申請手続き・規制概要（※） 

（※第一種製造者の製造に係る貯蔵、ＬＰガス法の供給設備・貯蔵施設は届出不要） 

 

■水素製造装置の届出・ばい煙の測定 

〇大気汚染防止法施行規則（法第６条、第 15 条） 

水素製造用及び燃料電池用改質器は、同規則別表第二の第七の項のガス発生炉、同施行

令別表第一の二の定める水性ガス又は油ガスの用に供するガス発生炉及び加熱炉として、

ばい煙発生施設とみなされるため、都道府県知事への届出、ばいじん及び窒素酸化物の測

定が義務付けられている。（本資料では施設の設置に関する届出は、本規則によらず高圧

ガス保安法による届出を想定している。） 

 

表 5：ばいじん及び窒素酸化物の測定頻度 

設備条件 

水蒸気改質方式の改質器であって、温度零度及び圧力１気圧の下における水素の製造能

力が毎時 1,000 立方メートル未満の施設（気体状の燃料及び原料のみを使用するものに

限る。）が対象。 

ばいじん 
排出 ガ ス量 の如 何 に かか わ らず 、測 定 頻 度は 「 ５年 に１ 回以

上」。 

窒素酸化物 

特定工場等（総量規制地域内の一定規模以上の工場・事業場）に

設置されるか否かにかかわらず、また、排出ガス量の如何にかか

わらず、測定頻度は「５年に１回以上」。 

資料：環境省 HP  

<  h t t p s : / / w w w . e n v . g o . j p / p r e s s / 1 0 3 4 1 0 . h t m l >より作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

■水素を取り扱う際の換気対策 

〇労働安全衛生規則（第 261 条、第 275 条、第 322 条） 

労働安全衛生法において、水素は可燃性ガスに分類されており、可燃性ガスが存在して

爆発又は火災が生ずるおそれのある場所については、爆発又は火災を防止するため、通風、
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換気等の措置を講じなければならないと規定されている。 

表 6：労働安全衛生法の主な規制 

根拠規定 規定内容 

労働安全衛生規則 第 275 条 

化学設備に係る箇所で作業を行う場合、随時、作業箇所

及びその周辺における可燃性ガスの濃度を測定しなけれ

ばならない。 

労働安全衛生規則 第 322 条 

可燃性ガスが発生するおそれのある地下作業場において

作業を行う際には停滞するおそれがある場所について、

当該ガスの濃度を定期的に測定する必要がある。 

資料：労働安全衛生規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 4 7 M 5 0 0 0 2 0 0 0 0 3 2 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

〇騒音規制法、振動規制法 

騒音規制法・振動規制法において、著しい騒音・振動を発生する施設を特定施設とし、

規制地域（指定地域）内において工場又は事業場に特定施設を設置する場合は、事前に所

管自治体に届出を行わなければならない。特定施設には空気圧縮機及び送風機（原動機の

定格出力が 7.5 キロワット以上のものに限る。)が含まれており、換気対策として該当す

る設備を設置する際には留意する必要がある。（指定地域、規則値などの運用の判断が都

道府県知事に委ねられているため、都道府県により規制の内容が異なる。） 

 

■水素を取り扱う際の防災対策 

〇石油コンビナート等災害防止法（第２条、第５条、第 7 条、第 15 条、第 16 条、第 23、

第 24 条）石油コンビナート等災害防止法施行令（第 2 条、第 3 条） 

石油コンビナート等災害防止法において、取り扱う石油や高圧ガス量によって特定事業

所として指定される（ 

表 7 参照）。特定事業所の内、レイアウト事業所はレイアウト規制の対象（図 17）とな

り敷地内の施設地区の配置や通路の確保等に関する一定の基準を設け、事業所の新設又は

施設地区等の配置の変更を行う場合には、当該計画の届出を義務付けるとともに、その完

了後には計画に適合していることの確認を受けなければならないこととされている。 

また、特定事業所を設置している者は特定事業者として、自衛防災組織の設置や特定防

災施設等の設置、異常現象の通報、災害応急処置等の責務が発生することに留意する必要

がある。 

表 7：特定事業所の指定条件 

特定事業所 条件 

第１種事業所 
石油の貯蔵・取扱量が１万 kL 以上又は高圧ガスの処理量

が 200 万 m 3 以上等である事業所。 

第２種事業所 
石油の貯蔵・取扱量が 1,000kL 以上又は高圧ガスの処理

量が 20 万 m 3 以上等である事業所。 

レイアウト事業所 

第１種事業所のうち、石油と高圧ガスの両方を取り扱う

事業所。当該事業所の敷地を用途に応じて製造施設地

区、貯蔵施設地区等６つの地区に区分すること等のレイ

アウト規制の対象となる。 

資料：石油コンビナート等災害防止法施行令を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 5 1 C O 0 0 0 0 0 0 0 1 2 9 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス）
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資料：総務省消防庁 第 3 回石油コンビナート等における災害時の影響評価に係る調査研究会,  

資料 8 「石油コンビナート等の防災対策」より 

< h t t p s : / / w w w . f d m a . g o . j p / s i n g i _ k e n t o / k e n t o / i t e m s / k e n t o 1 0 0 _ 3 2 _ s h i r y o 8 . p d f >  

図 17：特定事業者の責務とレイアウト規制に関して 
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■水素ステーション等の設備設置に関する地域制限 

〇建築基準法（第 27 条、第 48 条、第 49 条及び別表第 2）建築基準法施行令（第 116 条、

第 130 の９及び 130 条の９の７） 

 建築基準法において、水素ステーションの設置ができる地域に制限がある為、確認す

る必要がある。一方で、当該用途地域における周辺市街地環境を害するおそれがない等

と特定行政庁が認めて許可した場合には、規制値以上の貯蔵量であっても建築可能とな

る。 

表 8：用途地域別の規制 

 
※１：危険物は、火薬類取締法の火薬類（玩具煙火を除く）、消防法第２条第７項に規定

する危険物、マッチ、可燃性ガス（政令で定めるものを除く。）、圧縮ガス又は液化
ガスアンモニアは可燃性ガス、液化ガス、水素は可燃性ガス、液化ガス、圧縮ガス
に該当 

※２：平成 26 年建築基準法施行令改正による規制緩和 
資料：一般社団法人日本産業・医療ガス協会 

< h t t p s : / / w w w . j i m g a . o r . j p / f i l e s / p a g e / b u s i n e s s / c e q a / K Q A 2 - 2 - 3 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇港湾法（第 38 条、第 40 条等、第 50 条の５） 

港湾法において、臨港地区で一定規模以上の工場、事業場の新増設、危険物取扱施設の

建設・改良は港湾管理者へ届出が必要であるが、高圧ガス保安法の高圧ガスは、同法令体

系で安全性が確保されるため届出対象外となっている。 

港湾脱炭素化推進計画を作成した港湾管理者は、当該港湾脱炭素化推進計画の目標を達

成するために必要があると認めるときは、臨港地区内の分区の区域内において、「脱炭素

化推進地区」を定めることができる。脱炭素化推進地区の区域内において、港湾管理者と

しての地方公共団体は、条例で、同地区に係る構築物の用途規制を強化し、又は緩和する

ことができる。 

 

〇「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」の改定について（通知） 

（平成 29 年７月 12 日） 

この通知では、港湾区域、臨港地区内の港湾施設等に係る都市計画の決定にあたっては、

あらかじめ都市計画決定権者は港湾管理者に協議することとしている。また、臨港地区に
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おいて、港湾機能・一般的都市機能が複合する施設を設ける場合、臨港地区の指定又は変

更について、都市計画決定権者からの申出があれば、港湾管理者は協議を受けることが望

ましいとしている。 

港湾法に基づく港湾計画による土地利用区分、及び都市計画法に基づく地区計画等の取

扱いの考え方として、 

表 9 の区分に従い、適宜、港湾行政及び都市行政上の規制を重層的に適用することが望

ましいとしている。 

 

表 9：港湾行政における分区・都市行政における用途地域等の重層的な適用 

 

資料：「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」の改定について（通知）より抜粋 

< h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / n o t i c e / n o t i c e d a t a / p d f / 2 0 1 8 0 7 0 4 / 5 . p d f >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

臨港地区における分区について、この通知では分区条例を定めるにあたり、それぞれの分

区に許容される構築物は、詳細かつ明確に示される必要があること、分区条例の制定に当た

っては関係部局の間で十分に連絡調整を図るべきこと、既に定められた分区条例がある場合

は、時間の経過に伴って許容される構築物の見直しを行うこととしている。また、建築基準

法に基づく確認の際、制限構築物の範囲について疑義を生じさせないよう、分区条例案を作

成する地方公共団体の港湾担当部局は建築担当部局と十分に調整を行うとともに、条例の施

行後にも密接な連携を図ることとしている。以下に川崎市における分区事例を示す。 
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資料：川崎市 HP ,  平成 29 年「臨港地区分区指定図」より 

< h t t p s : / / w w w . c i t y . k a w a s a k i . j p / 5 8 0 / c m s f i l e s / c o n t e n t s / 0 0 0 0 0 1 8 / 1 8 1 7 0 / 3 _ b u n k u . p d f >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 18：川崎市の分区指定事例 

 

表 10：川崎市の分区条例に定める構造物の規制事例

 

資料：川崎市 HP ,  平成 29 年「構築物の規制に関する早見表」より 

< h t t p s : / / w w w . c i t y . k a w a s a k i . j p / 5 8 0 / c m s f i l e s / c o n t e n t s / 0 0 0 0 0 1 8 / 1 8 1 7 0 / 4 _ k o u t i k u b u t u k i s e i . p d f >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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■水素を取り扱う港湾の施設の建設等 

〇港湾法（第 37 条、第 56 条の２の２） 

ローディングアームの岸壁への設置に当たり、水域占用が必要な場合は、設置者は港湾

管理者に対し許可申請を要する。 

また、岸壁やローディングアームは技術基準対象施設となることから、必要とされる性

能に関して国土交通省令で定める技術上の基準に適合するように、建設し、改良し、又は

維持しなければならない。 

 

②  海上輸送 

■船舶を用いた海上輸送 

〇船舶安全法（危険物船舶運送及び貯蔵規則（第２条）） 

液化水素は危険物として、船体付きのタンクにばら積みして運送する場合（ばら積み運

送）と可搬式の容器に充填して運送する場合（個品輸送）で各々運送要件が規定されてい

る。ばら積み運送については、IGC Code（規格・基準)ではカバーできない安全要件を国

際海事機関（IMO）の暫定勧告として定め、これに基づき建造したパイロット船が現在就

航している。個品運送については IMDG Code に基づいて表 11 のとおり運送に用いる容器

や積載方法を規定している。以下は液化水素の海上タンクコンテナ(ポータブルタンク)に

係る規定である。 

 

表 11：危険物船舶運送及び貯蔵規則における液化水素の規定 

国連番号｜UN NO. 1966 

日本語品名 水素（深冷液化されているもの） 

分類 高圧ガス 

項目 引火性高圧ガス 

等級 2.1 

小型容器又は高圧容器 P203（※） 

ポータブルタンク 
T75（IMDG コード 4.2.5.2.6 に規定する「T75」の要件に

適合するもの。） 

ポータブルタンク追加規定 

TP34（IMDG コード 6.7.4.15.1 に規定する金属板に｢NOT 

FOR RAIL TRANSPORT｣（文字が 10 センチメートル以上の

大きさのものに限る。）が表示されており、かつ、同表示

が外側ジャケットの両側面に付されている場合は、IMDG

コード 6.7.4.14.1 に規定する試験を実施する必要はな

い。
） 

積載方法 

D（旅客船以外の船舶及び 25 又は船舶の全長をメートル

で表した数を３で除した数（小数点以下は切り捨てるもの

とする。）のうちいずれか大きい方の数を超えない数の旅

客を搭載している旅客船の場合は甲板上積載が可能。これ

を超える数の旅客を搭載している旅客船は積載不可。 

SW2（居住区域から離れた場所に積載すること。） 

隔離 

SG46（甲板上積載をする場合には、塩素から水平距離で

6m 以上離して積載することとし、甲板下積載をする場合

には、塩素とは同一の船倉又は区画に積載しないこと。） 

 

※：P203 は下表に詳細を記載。 



 

 

31 

 

 

容器 定数 最大圧力 許容容量 

超低温容器 C P 1000L 

注： 

1 容器の欄に掲げる容器は、容器保安規則第 2 条の超低温容器をいう。 

2 本表に掲げる容器のほか、IMDG コード 4.1.4.1 の「P203」に適合する極低温容器を

使用することができる。 

3 表中「c」は、当該容器の常用の温度のうち最高のものにおける当該液化ガスの比重

に 10 分の 9 を乗じて得た値の逆数とする。 

4 表中「P」は、当該容器の耐圧試験圧力の 5 分の 3 倍とする。 

資料：国土交通省, 船舶による危険物の運送基準等を定める告示 

< h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / m a r i t i m e / c o n t e n t / 0 0 1 4 0 5 7 7 5 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇港則法（第 20 条、第 21 条、第 22 条） 

水素は船舶安全法の危険物船舶運送及び貯蔵規則（危規則）第二条第一号ロおよび「船

舶による危険物の運送基準等を定める告示」別表第 1 により高圧ガス(引火性高圧ガス)に

指定される危険物である。また、「港則法施行規則の危険物の種類を定める告示」では危

規則第二条第一号ロに定める高圧ガスが含まれる。 

危険物積載船舶が特定港に入港する際には、港の境界外で港長の指揮を受けなければな

らず、特定港においては、びょう地の指定を受ける場合を除き、港長の指定した場所でな

ければ停泊し、又は停留してはならない。また、危険物の積込、積替又は荷卸をする場合

にも、港長の許可を受けなければならない。 

一般岸壁（港長に承認された危険物専用岸壁以外の港内における岸壁をいう。以下同

じ。）における高圧ガス（引火性高圧ガス）の危険物荷役について、許可の際の荷役許容

量の基準は表 12 のとおり。（岸壁区分は港長が指定） 

 

表 12：高圧ガス(引火性高圧ガス)の岸壁区分別の荷役許容量 

岸壁区分 標準 荷役許容量 

Ａ 

・旅客船を係留するバース及びその付近のバース 

・観光客の雑踏するバース 

・船舶が極めて輻輳している場所の付近のバース 

・市街地に極めて近接しているバース（距離の標準

として 100m 程度以下） 

１トン 

Ｂ 
・他の区分に該当しないバース（市街地からの距離

の標準として 300m 程度） 
20 トン 

Ｃ１ 

・港湾法上の保安港区に指定されたバース 

・市街地から相当離れている閑散な場所にあるバー

ス（距離の標準としては 500m 程度以上） 

100 トン 

Ｃ２ 
・コンテナ専用岸壁（コンテナ船以外が荷役する場

合はＣ１を適用） 
400 トン 

資料：海上保安庁 HP ,  港則法危険物（一）危険物接岸荷役許容量を基に作成 

< h t t p s : / / w w w . k a i h o . m l i t . g o . j p / s y o u k a i / s o s h i k i / t o u d a i / n a v i g a t i o n - s a f e t y / p d f / k i k e n 0 1 . p d f >  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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原則として、一般岸壁（危険物専用岸壁以外の岸壁）では荷役許容量の制限があるが、一

般岸壁における危険物の荷役であっても特定の事業所等が危険物専用岸壁に準じて、適正な

荷役安全管理体制のもとに付近の立入り、火気の使用の禁止等十分な安全対策を講じて荷役

を行う場合は、上記の荷役許容量の基準によらず許可できることとなっている。 

 

③  貯蔵 

■タンクを用いた貯蔵 

〇一般高圧ガス保安規則（第６条） 

貯蔵容器の保管方法では、充填容器の温度や設置箇所について記載されている。また、

容器と火器設備を２m 以内に設置する場合には容器置き場を有効に保護ができるように障

壁を設けるなどの具体的な対策も規定されている。表 13 では容器置場及び充塡容器等の

技術上の基準が記載されている、一般高圧ガス保安規則第２項第８号を示す。 

 

表 13：容器置場及び充塡容器等の技術上の基準 

一般高圧ガス保安規則第６条第２項第８号 

イ 充填容器等は、充填容器及び残ガス容器にそれぞれ区分して容器置場に置くこと。 

ロ 
可燃性ガス、毒性ガス、特定不活性ガス及び酸素の充填容器等は、それぞれ区分し

て容器置場に置くこと。 

ハ 容器置場には、計量器等作業に必要な物以外の物を置かないこと。 

ニ 

容器置場（不活性ガス（特定不活性ガスを除く。）及び空気のものを除く。）の周

囲二メートル以内においては、火気の使用を禁じ、かつ、引火性又は発火性の物を

置かないこと。ただし、容器と火気又は引火性若しくは発火性の物の間を有効に遮

る措置を講じた場合は、この限りでない。 

ホ 

充填容器等（圧縮水素運送自動車用容器を除く。）は、常に温度四十度（容器保安

規則第二条第三号に掲げる超低温容器（以下「超低温容器」という。）又は同条第

四号に掲げる低温容器（以下「低温容器」という。）にあつては、容器内のガスの

常用の温度のうち最高のもの。以下第四十条第一項第四号ハ、第四十九条第一項第

五号、第五十条第二号及び第六十条第七号において同じ。）以下に保つこと。 

ヘ 圧縮水素運送自動車用容器は、常に温度六十五度以下に保つこと。 

ト 
充填容器等（内容積が五リットル以下のものを除く。）には、転落、転倒等による

衝撃及びバルブの損傷を防止する措置を講じ、かつ、粗暴な取扱いをしないこと。 

チ 可燃性ガスの容器置場には、携帯電燈以外の燈火を携えて立ち入らないこと。 

資料：一般高圧ガス保安規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 4 1 M 5 0 0 0 0 4 0 0 0 5 3 >より作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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〇倉庫業法施行規則（第３条） 

水素を含む高圧ガスは第七類物品であり、第七類物品を保管する場合は危険品倉庫とし

てみなされる。危険品倉庫に係る主要な施設設備基準は、表 14 のとおり。 

  

表 14：危険品倉庫に係る主要な施設設備基準 

倉庫業法施行規則 第３条の３ 

一 
申請者が、その営業に使用する倉庫及びその敷地について所有権その他の使

用権原を有すること。 

二 
第三条各号に掲げる倉庫の種類ごとに国土交通大臣の定める建築基準法（昭

和二十五年法律第二百一号）その他の法令の規定に適合していること。 

倉庫業法施行規則 第３条の４第２項第９号、第 10 号 

（土地に定着した工作物の場合） 

九 

消防法施行規則（昭和三十六年自治省令第六号）第六条に定めるところによ

り消火器等の消火器具が設けられていること。この場合において、倉庫の延

べ面積が百五十平方メートル未満であるときは、これを延べ面積が百五十平

方メートルの倉庫とみなして、同規則第六条の規定を適用する。 

十 国土交通大臣の定める防犯上有効な構造及び設備を有していること。 

資料：倉庫業法施行規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 3 1 M 5 0 0 0 0 8 0 0 0 5 9 >より作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

④  供給 

■陸上輸送での供給 

〇道路法（第 46 条）・道路法施行令（第 19 条の 13） 

 道路管理者は、水底トンネルの構造を保全し、又は水底トンネルにおける交通の危険

を防止するため、政令で定めるところにより、爆発性又は易燃性を有する物件その他の危

険物を積載する車両の通行を禁止し、又は制限することができる。道路管理者は、危険物

を積載する車両のうち水底トンネルを通行することができる車両を、危険物の種類、積載

する危険物の容器、容器への収納方法及び包装、積載数量並びに積載方法について、道路

管理者の定める要件を満たしているものに限ることができる。 

このため、道路管理者により、水素を輸送するローリー等の車両が海底トンネル通行が

制限される可能性があることに留意する。 

 

■パイプラインを用いた供給 

（導管の設置が規制される場所）〇一般高圧ガス保安規則（第６条第１項第 43 号イ、ハ） 

導管は、地崩れ、山崩れ、地盤の不同沈下等のおそれのある場所、その他経済産業大臣が

定める場所又は建物の内部もしくは基礎面下に設置しないこと。また、導管を地盤面下に

埋設するときは、0.6m 以上地盤面から下に埋設することとしている。 

 

〇コンビナート等保安規則（第９条、第 10 条） 

導管は、地崩れ、山崩れ、地盤の不同沈下等のおそれのある場所、その他経済産業大臣

が定める場所又は建物の内部若しくは基礎面下に設置しないこととしている。また、導管

は、その外面から他の工作物に対し 0.3m 以上の距離を有し、埋設深さは表 15 のとおり定

めている。 
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表 15：コンビナート等保安規則による導管埋設深さ（地表からの距離）の規定 

設置場所 地表面からの距離 防護構造物内に設置する場合 

山林原野 0.9m 以下としない 
0.6m 未満としない 

その他の地域 1.2m 以下としない 

市街地の道路の路面下 1.8m 以下としない 1.5m 以下としない 

市街地以外の道路の 

路面下 

1.5m 以下としない（路盤面よ

り 0.5m 以下としない） 
 

路面下以外の道路下 1.2m 以下としない 

0.6m 以下としない（市街地の

道 路 下 は 0.9m 以 下 と し な

い） 

電線、水管、下水道管、ガス管その他これらに類するもの（各戸に引き込むためのもの

及びこれが取り付けられるものに限る。）が埋設されている道路又は埋設する計画のあ

る道路に埋設する場合は、これらの上部に埋設しないこと。 

 資料：コンビナート等保安規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 6 1 M 5 0 0 0 0 4 0 0 0 8 8 >より作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める

告示」（経済産業省告示第 169 号）（第 12 条の１、４、７） 

液化石油ガス保安規則第６条第１項第 36 号イ、一般高圧ガス保安規則第６条第１項第

43 号イ及びコンビナート等保安規則第９条第１号の経済産業大臣が定める場所として、パ

イプラインの設置を制限する場所は表 16 のとおりである。なお、地形の状況その他特別

の理由によりやむを得ない場合、保安上適切な措置を講ずる場合は、導管設置が可能な場

所がある。また、制限する場所を横断/架空横断する場合は、規制を適用しない場所があ

る。 

 

表 16：パイプラインの設置が規制される場所 

 
導管の設置を制限する場所 

保安上の適切な

措置による設置 

横断/架空横断

する場合 

１ 災害対策基本法による震災時のための避難空地   

２ 鉄道及び道路のずい道内   

３ 高速自動車国道及び自動車専用道路の車道、路

肩及び中央帯並びに狭あいな道路 
可 適用の対象外 

４ 河川区域及び水路敷 可 適用の対象外 

５ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

により指定された、急傾斜地崩壊危険区域 
可  

６ 地すべり等防止法により指定された、地すべり

防止区域、ぼた山崩かい防止区域 
可  

７ 海岸法第２条に規定する海岸保全施設及びその

敷地 
可 適用の対象外 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2

0 0 8 0 6 _ h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

また、導管地下埋設時の工作物に対する水平距離は、表 17 の水平距離以上を必要とす

る。 
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表 17：導管埋設時の工作物に対して必要な水平距離 

 
工作物 

必要水平距離

（毒性ガス） 

１ 建築物（地下街内の建築物を除く。） 1.5m 

２ 地下街及びずい道 10m 

３ 水道法第３条第８項に規定する水道施設であって毒性ガスが混入

するおそれのあるもの（水道施設：水道のための取水施設、貯水

施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設） 

300m 

第１号及び第２号に掲げる工作物にあっては、保安上適切な漏えい拡散防止措置を講ず

る場合は、当該各号に掲げる水平距離を短縮することができる。 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2

0 0 8 0 6 _ h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

 さらに、導管地上設置時の施設に対する水平距離は表 18 の水平距離以上を必要とする。 

 

表 18：導管地上設置時の施設に対して必要な水平距離 

 
施設 

必要な水平距離 

（毒性ガス） 

１ 鉄道（専ら貨物の輸送の用に供するものを除く。） 40m 

２ 
道路（工業専用地域内にある道路および第十二号に掲げる避難道

路を除く） 
40m 

３ 
学校教育法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、高等専門学校、特別支援学校又は幼稚園 
72m 

４ 

（収容定員 20 人以上のもの） 

児童福祉施設、身体障害者社会参加支援施設、生活保護法による

保護施設（授産施設及び宿所提供施設を除く）、老人福祉施設、

有料老人ホーム、母子・父子福祉施設、障害者職業能力開発校、

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に

よる特定民間施設、介護老人保健施設、障害福祉サービス事業

所、障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム 

72m 

５ 医療法に規定する病院 72m 

６ 

都市計画法に規定する公共空地又は都市公園法に規定する都市公

園（第十二号に掲げる避難空地及び工業専用地域内にある都市公

園を除く） 

72m 

７ 
劇場、映画館、演芸場、公会堂その他これらに類する施設であっ

て 300 人以上の人員を収容することができるもの 
72m 

８ 

百貨店、マーケット、公衆浴場、ホテル、旅館その他不特定多数

の者を収容することを目的とする建築物（仮設建築物を除く）

で、その用途部分の床面積が合計 1,000 ㎡以上 

72m 

９ 1 日に平均２万人以上が乗降する駅の母屋及びプラットホーム 72m 

10 

文化財保護法による重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡名勝

天然記念物若しくは重要な文化財、旧重要美術品等の保存に関す

る法律による重要美術品 

72m 

11 
水道法第三条第八項に規定する水道施設であって高圧ガスの混入

のおそれのあるもの 
300m 

12 
災害対策基本法の都道府県、市町村地域防災計画で定められてい

る震災時のための避難空地、避難道路 
300m 

13 住宅（前各号に掲げるもの又は仮設建築物を除く。）又は前各号 40m 
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に掲げる施設に類する施設で、多数の者が出入りし、もしくは勤

務しているもの 

常用の圧力が 1MPa 未満の場合、それぞれ下欄から 15m を減じた水平距離とする 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2 0 0 8 0 6 _

h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

さらに、導管地上設置時の導管に係る空地は、常用圧力によって表 19 に定める幅以上

とする。 

表 19：導管の地上設置時に必要な空地 

常用の圧力 必要な空地の幅 

0.2MPa 未満 ５m 

0.2MPa 以上 1MPa 未満 ９m 

１MPa 以上 15m 

工業専用地域に設置する導管は下欄の幅の３分の１以上の幅とする 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2 0 0 8 0 6 _

h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇海岸法、河川法、道路法 

導管を海岸保全区域や河川区域内、道路に設置・埋設する場合は、それぞれの管理者へ

以下の手続きを要する点に留意する。 

表 20：海岸法・河川法・道路法による必要手続 

手続の必要な行為 手続名 根拠法令 

海岸管理者以外の者が施行す
る工事 

海岸管理者以外の者の施行
する工事の承認 

・海岸法第 13 条第１項 

海岸保全区域を占用しようと
するとき 

海岸保全区域の占用の許可 ・海岸法第７条第１項 
・海岸法施行規則第３条 

海岸保全区域内において、 
・土石の採取 
・水面又は公共海岸の土地以

外の土地において、他の施
設等の新築又は改築 

・土地の掘削、盛土、切土等 

海岸保全区域における制限
行為の許可 

・海岸法第８条第１項 
・海岸法施行令第３条 
・海岸法施行規則第４条 

河川管理者以外の河川工事又
は河川の維持を行おうとする
時 

河川管理者以外の者の施行
する工事等の承認 

・河川法第 20 条 
・河川法施行令第 11 条 

第 12 条 

河川区域内の土地を占用しよ
うとする時 

土地の占用の許可 ・河川法第 24 条 
・河川法施行規則第 11 条 

第 12 条 

河川区域内の土地において工
作物を新築し、改築し、又は
除却しようとする時 

工作物の新築等の許可 ・河川法第 26 条 
・河川法施行規則第 11 条 
 第 12 条 

道路区域内への工作物の設置
や、管類等を埋設するとき 

道路占用許可 
・道路法第 32 条 
・道路法施行令第７条 

資料：海岸法、海岸法施行令、海岸法施行規則、河川法、河川法施行規則、道路法、道路法施行令を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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■水素ステーションを活用した供給（改質装置を含む） 

〇高圧ガス保安法（第 7 条）、危険物の規制に関する規則（第 27 条） 

敷地境界面と高圧ガス設備との距離等の遠隔距離や散水基準、障壁・防火壁の設置、ガ

スが漏洩した際に運転を自動停止する設備の設置等の安全対策に関する規制が記載されて

いる。 

表 21：水素ステーションにおける離隔距離 

項目 規制内容 該当箇所 

遠隔距離 

・公道の境界面とディスペンサー本体の外

面との距離：８m 以上の距離 

・火気と高圧ガス設備との距離：８m 以上 

・敷地境界面と高圧ガス設備との距離：８m

以上（障壁による緩和策を採れば、この

限りでない） 

・第７条３の１項２ 

・第７条３の１項 10 

・第７条３の２項２ 

資料：環境省, 令和２年３月「水素サプライチェーンに関する調査・報告書」 

 

表 22：水素ステーションにおける各設備に関する基準 

対象設備 設備基準 

液化水素の貯槽、

蓄圧器、送ガス蒸

発器、液化水素昇

圧ポンプ、液化水

素等の受入設備 

・自動車等（自動車、原動機付自転車その他の当該設備に衝突した

場合に甚大な影響を及ぼすおそれのあるものをいう。）の衝突を

防止するため、保護柵又はポール等を設ける等の措置を講ずる必

要がある。一方で、自動車等が容易に進入できない場所に設置す

る場合は、当該措置が講じられているものとみなされる。 

ディスペンサー 

・自動車等のガスの充塡口と正常に接続されていない場合にガスが

供給されない構造とする必要がある。 

・著しい引張力が加わった場合に当該充塡ホースの破断によるガス

の漏れを防止する措置を講じる必要がある。 

・自動車等の衝突を防止するため、保護柵又はポール等を設ける等

の措置を講ずる必要がある。 

・衝突センサー等を設ける等、自動車等の衝突を検知する方法を検

討する必要がある。 

液化水素配管及び

ガス配管 

・自動車等が衝突するおそれのない場所への設置（例：配管をキャ

ノピーの上部等に設置する方法、地下に埋設する方法等）、自動

車等の衝突を防止するための措置（例：配管の周囲に防護柵又は

ポール等を設置）等に留意する必要がある。 

・液化水素配管又はガス配管から火災が発生した場合に給油空地等

及び専用タンク等の注入口への延焼を防止するための措置とし

て、防熱板の設置等を講じる必要がある。 

・配管の接続部の周囲に設けるガスの漏れを検知することができる

設備を設置する必要がある。 

・蓄圧器からディスペンサーへのガスの供給を緊急に停止すること

ができる装置を設置する必要がある。 

危険物から水素を

製造するための改

質装置 

・自動車等が衝突するおそれのない屋外に設置すること。 

・改質原料及び水素が漏えいした場合に危険物から水素を製造する

ための改質装置の運転を自動的に停止させる装置を設けること。 

・ポンプ設備は、改質原料の吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇

することを防止するための措置を講ずること。 

その他の技術上の

基準に関する事項 

・その他災害への対策処置として障壁や防熱板等の設置等について

記載がある。 

資料：消防庁 「圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の技術上の基準に係る運用上の指針について」 

＜https:/ /www .fdm a.go .j p/laws /tut atsu /ite ms/1 9 0827_k iho_ 118. pdf＞ 
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（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

資料：総務省消防庁 第 1 回水素スタンドの多様化に対応した給油取扱所等に係る安全対策のあり方に関する検討会 

資料 1- 2 - 1「燃料電池自動車（F C V）及び水素スタンドを取り巻く状況について」より 

＜ht t p s : / / w w w . f d m a . g o . j p / s i n g i _ k e n t o / k e n t o / i t e m s / k e n t o 2 2 3 _ 0 3 _ s h i r y o 1 - 2 - 1 . p d f＞  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 19：水素ステーションの安全対策 

 

資料：消防庁 「圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の技術上の基準に係る運用上の指針について」より 

＜ht t p s : / / w w w . f d m a . g o . j p / l a w s / t u t a t s u / i t e m s / 1 9 0 8 2 7 _ k i h o _ 1 1 8 . p d f＞  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 20：改質装置を設置する圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の例
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資料：消防庁 「圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の技術上の基準に係る運用上の指針について」より 

＜ht t p s : / / w w w . f d m a . g o . j p / l a w s / t u t a t s u / i t e m s / 1 9 0 8 2 7 _ k i h o _ 1 1 8 . p d f＞  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 21：液化水素の貯槽を設置する圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の例 

 

⑤  活用 

■自立型水素電源 

〇一般高圧ガス保安規則（第 60 条） 

可燃性ガスの消費に使用する設備から５メートル以内において、喫煙及び火気の使用や

引火性又は発火性のものの設置を禁じている。 
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アンモニアに関する法令の規制等について 

アンモニアに関しては水素同様、高圧ガス保安法において「第二種ガス」、「可燃性ガ

ス」、「高圧ガス（状態による）」、一般高圧ガス保安規則において「毒性ガス」等に該当し、

これらを満たす規制については同様の法律が適用される。 

一方で、アンモニアは労働安全衛生法においては「特定化学物質」、毒物及び劇物取締

法においては「劇物」等として指定され、水素と異なる規制も適用される。 

また、アンモニアの取扱いに関する法令の規制等は常に見直しが行われていることから、

最新の規制等を適宜確認する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①施設の設置 

②海上輸送 

③貯蔵 

④供給 

■船舶を用いた海上輸送 
〇船舶安全法 
〇消防法 
〇危険物の規制に関する政令 
〇危険物の規制に関する規則 
〇港則法                    等 

■タンクを用いた貯蔵 
〇消防法 
〇一般高圧ガス保安規則 
〇倉庫業法施行規則               等 

■陸上輸送での供給 
〇道路法 
〇道路法施行令 
〇道路法施行規則 
■パイプラインを用いた供給 
〇一般高圧ガス保安規則 
〇コンビナート等保安規則 
〇海岸法、河川法、道路法            等 

■アンモニアを製造・貯蔵するにあたっての届出/許可の要否 
〇高圧ガス保安法 
■アンモニアを取り扱う際の換気対策 
〇労働安全衛生規則 
〇騒音規制法、振動規制法 
■アンモニアを取り扱う際の防災対策 
〇石油コンビナート等災害防止法・同施行令 
〇危険物の規制に関する政令 
■アンモニア供給設備の設置〇港湾法 
〇消防法 
〇労働安全衛生法、特定化学物質障害予防規則 
〇毒物及び劇物取締法 
〇悪臭防止法 
■アンモニアを取り扱う港湾の施設の建設等 
○港湾法                 等 

図 22：アンモニアサプライチェーンに沿った水素に関する主な法規制概要 
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①  施設の設置 

■アンモニアを製造・貯蔵するにあたっての届出/許可の要否 

〇高圧ガス保安法（第２条、第５条等） 

高圧ガス保安法において、アンモニアは第二種ガスに該当し、第二種ガス（第一種ガス

である、ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、ラドン、窒素、二酸化炭

素、フルオロカーボン、空気以外のガス）の製造設備及び貯蔵設備の処理能力に応じて、

各都道府県への手続きが必要である（表 23）。また、アンモニアの状態が１MPa 以上の圧

縮ガスや 0.2MPa 以上の液化ガス等の場合は高圧ガスに定義されるとともに、一般高圧ガ

ス保安規則によって可燃性ガス、毒性ガスに分類されており、他の設備との離隔距離やガ

スが漏洩した際に滞留しないよう換気設備の設置等が規定されている。 

 

表 23：事業所の区分及び対応の要否（再掲） 

事業所の区分 条件 対応(許可/届出) 

製造者 

第一種製造者 100m 3/日以上、第二種ガスを製造 都道府県知事の許可 

第二種製造者 100m 3/日未満、第二種ガスを製造 都道府県知事へ届出 

貯蔵所 

第一種貯蔵所 1000m 3 以上、第二種ガスを貯蔵 都道府県知事の許可 

第二種貯蔵所 300m 3 以上～1000m 3 未満、第二種ガスを貯蔵 都道府県知事へ届出 

その他貯蔵所 
300m 3 未満、第二種ガスを貯蔵 不要 

（貯蔵基準を遵守） 

資料：高圧ガス保安法を基に作成 

h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 2 6 A C 0 0 0 0 0 0 0 2 0 4  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 
資料：高圧ガス保安協会 HP  

< h t t p s : / / w w w . k h k . o r . j p / a d m i n i s t r a t i o n / h i g h _ p r e s s u r e _ g a s . h t m l # 0 3 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 23：第一種貯蔵所の申請手続き・規制概要（※）（再掲） 

（※第一種製造者の製造に係る貯蔵、ＬＰガス法の供給設備・貯蔵施設は届出不要）
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資料：高圧ガス保安協会 HP  

< h t t p s : / / w w w . k h k . o r . j p / a d m i n i s t r a t i o n / h i g h _ p r e s s u r e _ g a s . h t m l # 0 3 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 24：第二種貯蔵所の申請手続き・規制概要（※）（再掲） 

（※第一種製造者の製造に係る貯蔵、ＬＰガス法の供給設備・貯蔵施設は届出不要） 

 

■アンモニアを取り扱う際の換気対策 

〇労働安全衛生規則（第 261 条、第 275 条、第 322 条） 

労働安全衛生法において、アンモニアは可燃性ガスに分類されており、可燃性ガスが存

在して爆発又は火災が生ずるおそれのある場所については、爆発又は火災を防止するため、

通風、換気等の措置を講じなければならないと規定されている。 

 

表 24：労働安全衛生規則の主な規制（再掲） 

根拠規定 規定内容 

労働安全衛生規則 第 275 条 

化学設備に係る箇所で作業を行う場合、随時、作業箇所

及びその周辺における可燃性ガスの濃度を測定しなけれ

ばならない。 

労働安全衛生規則 第 322 条 

可燃性ガスが発生するおそれのある地下作業場において

作業を行う際には停滞するおそれがある場所について、

当該ガスの濃度を定期的に測定する必要がある。 

資料：労働安全衛生規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 4 7 M 5 0 0 0 2 0 0 0 0 3 2 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇騒音規制法、振動規制法 

騒音規制法・振動規制法において、著しい騒音・振動を発生する施設を特定施設とし、

規制地域（指定地域）内において工場又は事業場に特定施設を設置する場合は、事前に所

管自治体に届出を行わなければならない。特定施設には空気圧縮機及び送風機（原動機の

定格出力が 7.5 キロワット以上のものに限る。)が含まれており、換気対策として該当す

る設備を設置する際には留意する必要がある。（指定地域、規則値などの運用の判断が都

道府県知事に委ねられているため、都道府県により規制の内容が異なる。） 
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■アンモニアを取り扱う際の防災対策 

〇石油コンビナート等災害防止法（第２条、第５条、第 7 条、第 15 条、第 16 条、第 23

条、第 24 条）・石油コンビナート等災害防止法施行令（第 2 条、第 3 条） 

石油コンビナート等災害防止法において、取り扱う石油や高圧ガス量によって特定事業

所として指定される（表 25）。特定事業所の内、レイアウト事業所はレイアウト規制の対

象となり敷地内の施設地区の配置や通路の確保等に関する一定の基準を設け、事業所の新

設又は施設地区等の配置の変更を行う場合には、当該計画の届出を義務付けるとともに、

その完了後には計画に適合していることの確認を受けなければならないこととされている。 

また、特定事業所を設置している者は特定事業者として、自衛防災組織の設置や特定防

災施設等の設置、異常現象の通報、災害応急処置等の責務が発生することに留意する必要

がある。 

 

表 25：特定事業所の指定条件（再掲） 

特定事業所 条件 

第１種事業所 
石油の貯蔵・取扱量が１万 kL 以上又は高圧ガスの処理量

が 200 万 m 3 以上等である事業所。 

第２種事業所 
石油の貯蔵・取扱量が 1,000kL 以上又は高圧ガスの処理

量が 20 万 m 3 以上等である事業所。 

レイアウト事業所 

第１種事業所のうち、石油と高圧ガスの両方を取り扱う

事業所。当該事業所の敷地を用途に応じて製造施設地

区、貯蔵施設地区等６つの地区に区分すること等のレイ

アウト規制の対象となる。 

資料：石油コンビナート等災害防止法施行令を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 5 1 C O 0 0 0 0 0 0 0 1 2 9 >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 
資料：総務省消防庁 第 3 回石油コンビナート等における災害時の影響評価に係る調査研究会,  

資料 8  「石油コンビナート等の防災対策」より 

< h t t p s : / / w w w . f d m a . g o . j p / s i n g i _ k e n t o / k e n t o / i t e m s / k e n t o 1 0 0 _ 3 2 _ s h i r y o 8 . p d f >  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 25：特定事業者の責務とレイアウト規制に関して（再掲） 
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〇危険物の規制に関する政令（第９条、第 11 条） 

高圧ガスの製造所、屋内貯蔵所、屋外貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、一般取扱所は以下の

とおり定められており保安距離、保安空地を表 26、表 27 のとおり確保することとなって

いる。 

 

表 26：施設ごとに必要な保安距離（再掲） 

施設 保安距離 

使用電圧が 7 , 0 0 0～ 3 5 , 0 0 0 ボルトの特別高圧架空電線  ３ m 以上 (水平距離 )  

使用電圧が 3 5 , 0 0 0 ボルトを超える特別高圧架空電線 ５ m 以上 (水平距離 )  

一般住宅(同一敷地内の住宅を除く )  1 0 m 以上  

高圧ガスなどの災害を発生させる恐れのある危険物を扱う施設  2 0 m 以上  

多数の人数を収容する施設(学校・病院・劇場など)  3 0 m 以上  

重要文化財・重要有形民俗文化財・史跡など  5 0 m 以上  

ただし、防火上有効な塀を設けること等により、市町村長等が安全であると認めた場合

は、当該市町村長等が定めた距離を当該距離とすることができる。  

資料：危険物の規制に関する政令を基に作成 

＜ht t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 3 4 C O 0 0 0 0 0 0 0 3 0 6＞  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

表 27：施設ごとに必要な保有空地 

施設例 指定数量の倍数  空地の幅 

製造所・ 
一般取扱所 

指定数量の 10 倍以下 ３ｍ以上 

指定数量の 10 倍超 ５ｍ以上 

屋外タンク 
貯蔵所 

指定数量の 500 倍以下 ３ｍ以上 

指定数量の 500 倍超 1,000 倍以下 ５ｍ以上 

指定数量の 1,000 倍超 2,000 倍以下 ９ｍ以上 

指定数量の 2,000 倍超 3,000 倍以下 12ｍ以上 

指定数量の 3,000 倍超 4,000 倍以下 15ｍ以上 

指定数量の 4,000 倍超 

・該当タンクの水平断面の最大
直径 

・該当タンクの高さ 
・15ｍ 
これらの中で大きい数値以上の
距離 

備考 
・アンモニアの指定数量は 200 キログラム 
・ただし、二以上の屋内貯蔵所を隣接して設置するときは、総務省令で定

めるところにより、その空地の幅を減ずることができる。 

資料：危険物の規制に関する政令を基に作成 

〇港湾法（第 38 条、第 40 条、第 50 条の５） 

港湾法において、臨港地区で一定規模以上の工場、事業場の新増設、危険物取扱施設の

建設・改良は港湾管理者へ届出が必要であるが、高圧ガス保安法の高圧ガスは、同法令体

系で安全性が確保されるため届出対象外となっている。 

港湾脱炭素化推進計画を作成した港湾管理者は、当該港湾脱炭素化推進計画の目標を達

成するために必要があると認めるときは、臨港地区内の分区の区域内において、「脱炭素

化推進地区」を定めることができる。脱炭素化推進地区の区域内において、港湾管理者と

しての地方公共団体は、条例で、同地区に係る構築物の用途規制を強化し、又は緩和する

ことができる。 
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〇「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」の改定について（通知） 

（平成 29 年７月 12 日） 

この通知では、港湾区域、臨港地区内の港湾施設等に係る都市計画の決定にあたっては、

あらかじめ都市計画決定権者は港湾管理者に協議することとしている。また、臨港地区に

おいて、港湾機能・一般的都市機能が複合する施設を設ける場合、臨港地区の指定又は変

更について、都市計画決定権者からの申出があれば、港湾管理者は協議を受けることが望

ましいとしている。 

港湾法に基づく港湾計画による土地利用区分、及び都市計画法に基づく地区計画等の取

扱いの考え方として、表 28 の区分に従い、適宜、港湾行政及び都市行政上の規制を重層

的に適用することが望ましいとしている。表 28：港湾行政における分区・都市行政におけ

る用途地域等の重層的な適用（再掲） 

 
資料：「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」の改定について（通知）より抜粋 

< h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / n o t i c e / n o t i c e d a t a / p d f / 2 0 1 8 0 7 0 4 / 5 . p d f >  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

臨港地区における分区について、この通知では分区条例を定めるにあたり、それぞれの分

区に許容される構築物は、詳細かつ明確に示される必要があること、分区条例の制定に当た

っては関係部局の間で十分に連絡調整を図るべきこと、既に定められた分区条例がある場合

は、時間の経過に伴って許容される構築物の見直しを行うこととしている。また、建築基準

法に基づく確認の際、制限構築物の範囲について疑義を生じさせないよう、分区条例案を作

成する地方公共団体の港湾担当部局は建築担当部局と十分に調整を行うとともに、条例の施

行後にも密接な連携を図ることとしている。以下に川崎市における分区事例を示す。 
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資料：川崎市 HP ,  平成 29 年「臨港地区分区指定図」より 

< h t t p s : / / w w w . c i t y . k a w a s a k i . j p / 5 8 0 / c m s f i l e s / c o n t e n t s / 0 0 0 0 0 1 8 / 1 8 1 7 0 / 3 _ b u n k u . p d f >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

図 26：川崎市の分区指定事例（再掲） 

 

表 29：川崎市の分区条例に定める構造物の規制事例（再掲）

 
資料：川崎市 HP ,  平成 29 年「構築物の規制に関する早見表」より 

< h t t p s : / / w w w . c i t y . k a w a s a k i . j p / 5 8 0 / c m s f i l e s / c o n t e n t s / 0 0 0 0 0 1 8 / 1 8 1 7 0 / 4 _ k o u t i k u b u t u k i s e i . p d f >より 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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〇消防法（第９条） 

圧縮アセチレンガス、液化石油ガスその他の火災予防又は消火活動に重大な支障を生ず

るおそれのある物質で、政令で定めるものを貯蔵し、又は取り扱う者は、あらかじめ、そ

の旨を所轄消防長又は消防署長に届け出なければならない。ただし、船舶、自動車、航空

機、鉄道又は軌道により貯蔵し、又は取り扱う場合その他政令で定める場合は、この限り

でないとしている。アンモニアは届出を要する物質として指定されており、アンモニアを

200kg 以上取り扱う場合は届け出が必要になる。 

 

〇労働安全衛生法（第 57 条、第 59 条）、労働安全衛生規則（第 275 条、第 322 条）、特定

化学物質障害予防規則（第 12 条～第 27 条） 

アンモニアは可燃性のガスや特定化学物質の第３類物質（大量漏洩により急性中毒を引

き起こす物質）として指定され、労働安全衛生法や特定化学物質障害予防規則にて規制さ

れている。 

また、可燃性ガスが存在して爆発又は火災が生ずるおそれのある場所については、爆発

又は火災を防止するため、通風、換気等の措置を講じなければならないと規定されている。 

 

表 30：労働安全衛生法の主な規制 

根拠規定 規定内容 

労働安全衛生法 第 57 条 

労働者に健康障害を生ずるおそれのある物で政令で定め

るものを容器に入れ、又は包装して、譲渡し、又は提供

する者は、厚生労働省令で定めるところにより、その容

器又は包装（容器に入れ、かつ、包装して、譲渡し、又

は提供するときにあっては、その容器）に次に掲げるも

のを表示しなければならない。ただし、その容器又は包

装のうち、主として一般消費者の生活の用に供するため

のものについては、この限りでない。 

一 次に掲げる事項 

イ 名称 

ロ 人体に及ぼす作用 

ハ 貯蔵又は取扱い上の注意 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、厚生労働省令で

定める事項 

二 当該物を取り扱う労働者に注意を喚起するための標

章で厚生労働大臣が定めるもの 

２ 前項の政令で定める物又は前条第一項の物を前項に

規定する方法以外の方法により譲渡し、又は提供する者

は、厚生労働省令で定めるところにより、同項各号の事

項を記載した文書を、譲渡し、又は提供する相手方に交

付しなければならない。 

労働安全衛生法 第 59 条 

事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対

し、厚生労働省令で定めるところにより、その従事する

業務に関する安全又は衛生のための教育を行なわなけれ

ばならない。 

労働安全衛生規則 第 275 条 

化学設備に係る箇所で作業を行う場合、随時、作業箇所

及びその周辺における可燃性ガスの濃度を測定しなけれ

ばならない。 

労働安全衛生規則 第 322 条 
可燃性ガスが発生するおそれのある地下作業場において

作業を行う際には停滞するおそれがある場所について、
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当該ガスの濃度を定期的に測定する必要がある。 

特定化学物質障害予防規則 

第 12 条 

事業者は、特定化学物質により汚染されたぼろ、紙くず

等については、労働者が当該特定化学物質により汚染さ

れることを防止するため、ふた又は栓をした不浸透性の

容器に納めておく等の措置を講じなければならない。 

特定化学物質障害予防規則 

第四章（第 13 条～第 26 条） 

腐食防止措置や接合部の漏えい防止措置、警報設備等の

措置を講じ、特定化学物質の漏えいを防止しなければな

らない。 

特定化学物質障害予防規則 

第 24 条 

事業者は、特定化学設備（特定化学物質を製造又は取り

扱う設備）を設置する作業場又は特定化学設備を設置す

る作業場以外の作業場で、第三類物質等を合計百リット

ル以上取り扱うものには、関係者以外の者が立ち入るこ

とを禁止し、かつ、その旨を見やすい箇所に表示しなけ

ればならない。 

特定化学物質障害予防規則 

第 27 条 

事業者は、特定化学物質を製造し、又は取り扱う作業に

ついては、特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者

技能講習（特別有機溶剤業務に係る作業にあっては、有

機溶剤作業主任者技能講習）を修了した者のうちから、

特定化学物質作業主任者を選任しなければならない。 

資料：労働安全衛生法・労働安全衛生規則・特定化学物質障害予防規則を基に作成 

＜ht t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 4 7 A C 0 0 0 0 0 0 0 0 5 7＞  

＜ht t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 4 7 M 5 0 0 0 2 0 0 0 0 3 2＞  

＜ht t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 4 7 M 5 0 0 0 2 0 0 0 0 3 9 _ 2 0 2 2 0 5 3 1 _ 5 0 4 M 6 0 0 0 0 1 0 0 0 9 1＞  

（令和５年 1 月 1７日アクセス） 

 

〇毒物及び劇物取締法（第３条、第 11 条、第 16 条） 

アンモニアは「劇物」として指定されている為、国又は都道府県等による登録を受けな

ければ、毒物劇物を販売又は授与の目的で製造、輸入、販売、貯蔵、運搬又は陳列しては

ならない。また、劇物の取り扱いや事故の際の処置に関しても記載されている。 

  

表 31：毒物及び劇物取締法の関連条文と規制概要 

関連条文 規制の概要 

毒物及び劇物取締法 第 11 条 
毒物劇物の盗難・紛失・漏洩等を防ぐのに必要な措置を

講じなければならない。 

毒物及び劇物取締法 第 16 条 

毒物劇物の漏洩等の事故が発生した場合には、保健所、

消防署又は警察署に直ちに届け出るとともに、必要な応

急の措置を講じる必要がある。 

また、盗難・紛失事故が発生した場合には、直ちに警察

署に届け出る必要がある。 

資料：国立医薬品食品衛生研究所 HP ,「毒物及び劇物取締法の規制の概要」を基に作成 

<  h t t p s : / / w w w . n i h s . g o . j p / m h l w / c h e m i c a l / d o k u / g a i y o u / k i s e i / g y o u m u h i t o d o k e . h t m l  >   

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇悪臭防止法（第３条、第４条） 

アンモニアは特定悪臭物質として規制の対象とされている。特定悪臭物質の規制基準の

内、１号規制（敷地境界線）および２号規制（気体排出口）に該当し、基準を満たしてい

るか確認を行う必要がある。 

大気中のアンモニア濃度については、都道府県知事（特別区の区域内の地域については、

区長。市の区域内の地域については、市長。）が規制地域や規制地域の規制基準（特定悪
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臭物質規制、臭気指数規制等）を定めると規定されている。その為、規制地域と規制基準

については各自治体に確認する必要がある。 

 

 
資料：東京都環境局, 令和２年「工場における環境確保条例上の基本的な義務と悪臭防止について」  

図 27：規制基準の区分 

 

表 32：都における悪臭の規制基準 

 

資料：東京都環境局「環境確保条例における工場・指定作業場の悪臭の許容限度」 

＜https:/ /www .kan kyo. me tro.to kyo. lg.j p/no ise/ o ffensi ve_o dors /  

restri ctio n_gu ide. file s /akush u_ki jun_ jore iH32 . pdf＞ 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

■アンモニアを取り扱う港湾の施設の建設等 

〇港湾法（第 37 条、第 56 条の２の２） 

ローディングアームの岸壁への設置に当たり、水域占用が必要な場合は、設置者は港湾

管理者に対し許可申請を要する。 
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また、岸壁やローディングアームは技術基準対象施設となることから、必要とされる性

能に関して国土交通省令で定める技術上の基準に適合するように、建設し、改良し、又は

維持しなければならない。 

 

②  海上輸送 

■船舶を用いた海上輸送 

〇船舶安全法（危険物船舶運送及び貯蔵規則（第２条）） 

アンモニアは高圧ガス（毒性高圧ガス）に分類され、危険物として規定されており、表

33 のとおり輸送に用いる容器や積載方法に関して規制に従う必要がある。以下は液体アン

モニアのコンテナタンク(ポータブルタンク)輸送に係る規定である。 

 

表 33：危険物船舶運送及び貯蔵規則におけるアンモニアの規定 

国連番号｜UN NO. 1005 

日本語品名 液体アンモニア 

分類 高圧ガス 

項目 毒性高圧ガス 

等級 2.3 

副次危険性等級 ８(腐食性を有する) 

ポータブルタンク 

T50 最大許容使用圧力（MPa） 

・直径 1.5m 以下のポータブルタンク：2.9MPa 

・直径 1.5m を超え、かつ、日光遮蔽板又は断熱材を有しないポータブル

タンク：2.57MPa 

・直径 1.5m を超え、かつ、日光遮蔽板を有するポータブル 

タンク：2.2MPa 

・直径 1.5m を超え、かつ、断熱材を有するポータブルタンク：1.97 MPa 

積載方法 

・D：旅客船以外の船舶及び 25 又は船舶の全長をメートルで表した数を３

で除した数（小数点以下は切り捨てるものとする。）のうちいずれか大

きい方の数を超えない数の旅客を搭載している旅客船の場合は甲板上積

載が可能。これを超える数の旅客を搭載している旅客船は積載不可。 

・SW２：居住区域から離れた場所に積載すること。 

隔離 

・SG35：甲板上積載をする場合には、酸類から水平距離で６m 以上離して

積載することとし、甲板下積載をする場合には、酸類と同一の船倉又は

区画に積載しないこと。 

・SG46：甲板上積載をする場合には、塩素から水平距離で６m 以上離して

積載することとし、甲板下積載をする場合には、塩素とは同一の船倉又

は区画に積載しないこと。 

・SGG18：備考９（18）のアルカリ類（アンモニアを含むアルカリ類）を

示す。 

備考 

SP379：次に掲げる要件を満たすアンモニア分配装置又は同装置の一部の

容器の中に含まれる固体に吸収されているもしくは吸着されている無水ア

ンモニアは、危険物に該当しない。 

(１) 次の特性を示すこと。 

(ⅰ) 20℃における容器内の圧力が 0.6bar 以下 

(ⅱ) 35℃における容器内の圧力が１bar 以下 

(ⅲ) 85℃における容器内の圧力が 12bar 以下 

(２) 吸収剤や吸着剤は他の危険性を有しないこと。 

(３) 容器内のアンモニアの最大量が 10kg であること。 

(４) 収納する容器が次のいずれにも該当すること。 
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(ⅰ) ISO 11114-1：2012+Amd１：2017 に規定するアンモニアに適した

素材で造られたもの 

(ⅱ) 容器及びその閉鎖具は機密に密閉され、発生するアンモニアを封じ

込めることができるもの 

(ⅲ) 85℃において発生する圧力に耐えることができるものであって、体

積膨張率が 0.1%以下のもの。 

(ⅳ) 15bar の圧力を超えた際に、ガスを排出させることができる装置が

備えられているもの 

(ⅴ) 圧力安全装置が作動しない場合、漏えいが無い状態で 20bar の圧力

に耐えることができるもの 

上記の要件を確認することができる危険物が収納されている容器及び装置

の強度に関する試験結果を示す書類が添付されていること。当該書類は、

船積地を管轄する地方運輸局長の求めに応じ提供されなければならない。 

資料：国土交通省, 船舶による危険物の運送基準等を定める告示 

< h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / m a r i t i m e / c o n t e n t / 0 0 1 4 0 5 7 7 5 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇消防法（第 10 条第１項） 

指定数量以上の取扱が可能な貯蔵施設について、車両に固定されたタンクにおいて危険

物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所「移動タンク貯蔵所」を定めている。 

 

〇危険物の規制に関する政令（第 15 条第２項） 

移動タンク貯蔵所のうち移動貯蔵タンクを車両等に積み替えるための構造を有するもの

（第 26 条、第 27 条及び第 40 条において「積載式移動タンク貯蔵所」という。）について

は、総務省令で、前項に掲げる基準の特例を定めることができるとしている。 

 

〇危険物の規制に関する規則（第 24 条の９の３） 

国際海事機関が採択した危険物の運送に関する規程に定める基準に適合する移動タンク

貯蔵所の基準の特例が定められ、国際海事機関が採択した危険物の運送に関する規程に定

める基準に適合している移動貯蔵タンク（タンクコンテナ）に係る積載式移動タンク貯蔵

所については、一定の消防法令の技術基準に適合しているとされている。 

 

〇港則法（第 20 条、第 21 条、第 22 条） 

アンモニアは船舶安全法の危険物船舶運送及び貯蔵規則（危規則）第二条第一号ロおよ

び「船舶による危険物の運送基準等を定める告示」別表第 1 により高圧ガス(毒性高圧ガ

ス)に指定される危険物である。また、「港則法施行規則の危険物の種類を定める告示」で

は危規則第二条第一号ロに定める高圧ガスが含まれる。 

危険物積載船舶が特定港に入港する際には、港の境界外で港長の指揮を受けなければな

らず、特定港においては、びょう地の指定を受ける場合を除き、港長の指定した場所でな

ければ停泊し、又は停留してはならない。また、危険物の積込、積替又は荷卸をする場合

にも、港長の許可を受けなければならない。 

一般岸壁における高圧ガス（毒性高圧ガス）の危険物荷役について許可の際の荷役許容

量の基準は以下のとおり。（岸壁区分は港長が指定） 
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表 34：高圧ガス(毒性高圧ガス)の岸壁区分別の荷役許容量（再掲） 

岸壁区分 標  準 荷役許容量 

Ａ 

・旅客船を係留するバース及びその付近のバース 

・観光客の雑踏するバース 

・船舶が極めて輻輳している場所の付近のバース 

・市街地に極めて近接しているバース（距離の標準として

100m 程度以下） 

1 トン 

Ｂ 
・他の区分に該当しないバース（市街地からの距離の標準

として 300m 程度） 
20 トン 

Ｃ１ 

・港湾法上の保安港区に指定されたバース 

・市街地から相当離れている閑散な場所にあるバース（距

離の標準としては 500m 程度以上） 

100 トン 

Ｃ２ 
・コンテナ専用岸壁（コンテナ船以外が荷役する場合はＣ

１を適用） 
400 トン 

Ｄ ・危険物専用岸壁 ― 

資料：海上保安庁 HP ,  「港則法危険物（一）危険物接岸荷役許容量」を基に作成 

< h t t p s : / / w w w . k a i h o . m l i t . g o . j p / s y o u k a i / s o s h i k i / t o u d a i / n a v i g a t i o n - s a f e t y / p d f / k i k e n 0 1 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

原則として、一般岸壁では荷役許容量の制限があるが、一般岸壁における危険物の荷役で

あっても特定の事業所等が危険物専用岸壁に準じて、適正な荷役安全管理体制のもとに付近

の立入り、火気の使用の禁止等十分な安全対策を講じて荷役を行う場合は、上記の荷役許容

量の基準によらず許可することができることとなっている。 

 

③  貯蔵 

■タンクを用いた貯蔵 

（タンクコンテナの場合） 

〇消防危第 36 号「危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所に貯蔵

する場合の運用について（通知）」（第２、第３） 

この通知ではタンクコンテナによる危険物貯蔵に関し、タンクコンテナを屋内貯蔵所又

は屋外貯蔵所に貯蔵する場合の規定を表 35 のとおり定めている。 

表 35：タンクコンテナ貯蔵所の主な基準 

 屋内貯蔵所 屋外貯蔵所 

設置階 １階 ― 

設置可能段数（高さ） ２段（６m 未満） 

タンク配置間隔 

タンクコンテナと壁との間

及びタンクコンテナ相互間

には漏れ等の点検ができる

間隔を保つこと 

タンクコンテナ相互間に

は、漏れ等の点検ができ

る間隔を保つこと 

保有空地 

（高引火点危険物以外） 

・指定数量の 50 倍以下 

・指定数量の 50 倍超 200 倍以下 

・指定数量の 200 倍超 

―  

 

３m 以上 

６m 以上 

10m 以上 

 資料：「危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所に貯蔵する場合の運用について（通知）」 

< h t t p s : / / w w w . f d m a . g o . j p / l a w s / t u t a t s u / p o s t 1 9 9 0 / >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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（タンクコンテナの仮貯蔵について） 

〇消防法（第 10 条第１項ただし書き） 

指定数量以上の危険物は、貯蔵所(移動タンク貯蔵所を含む）以外の場所でこれを貯蔵

し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱つてはならない。ただし、

所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の危険物を、10 日以内の期間、仮に

貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りでないとしている。 

 

〇消防危第 52 号「タンクコンテナによる危険物の仮貯蔵について(通知)」 

この通知ではタンクコンテナによる危険物の仮貯蔵における技術上の基準等に係る指針

を以下のとおり定めている。 

屋外貯蔵所では、幅３m 以上の空地を有すること(不燃材料で防火上有効な塀を設けた場

合は除く)、タンクコンテナを積み重ねる場合は、同じ類の危険物を貯蔵するタンクコン

テに限るものとし、かつ、地盤面からタンクコンテナ頂部までは６メートル以下とし、点

検用の間隔を設けることとしている。屋内の仮貯蔵場所は、壁、柱、床、はり及び屋根を

耐火構造又は不燃材料で造り、出入口は甲種又は乙種防火戸とする専用室とすること、窓

を設ける場合は網入りガラスとすることを定めている。 

 

（毒性ガス） 

〇一般高圧ガス保安規則（第２条第１項第２号） 

毒性ガスとしてアンモニアを定めている。 

  

〇倉庫業法施行規則（第３条） 

アンモニアを含む高圧ガスは第七類物品であり、第七類物品を保管する場合は危険品倉

庫としてみなされる。危険品倉庫に係る主要な施設設備基準は、表 36 のとおり。 

 

表 36：危険品倉庫に係る主要な施設設備基準（再掲） 

倉庫業法施行規則 第三条の三 

一 
申請者が、その営業に使用する倉庫及びその敷地について所有権その他の使用権原

を有すること。 

二 
第三条各号に掲げる倉庫の種類ごとに国土交通大臣の定める建築基準法（昭和二十

五年法律第二百一号）その他の法令の規定に適合していること。 

倉庫業法施行規則 第三条の四第二項第九号及び第十号 

（土地に定着した工作物の場合） 

九 

消防法施行規則（昭和三十六年自治省令第六号）第六条に定めるところにより消火

器等の消火器具が設けられていること。この場合において、倉庫の延べ面積が百五

十平方メートル未満であるときは、これを延べ面積が百五十平方メートルの倉庫と

みなして、同規則第六条の規定を適用する。 

十 国土交通大臣の定める防犯上有効な構造及び設備を有していること。 

資料：倉庫業法施行規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 3 1 M 5 0 0 0 0 8 0 0 0 5 9 >  

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 
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④  供給 

■陸上輸送での供給 

〇道路法（第 46 条） 

長大トンネル（長さ 5,000m 以上）、水底/水際トンネルにおいては、トンネルの構造を

保全し、又は交通の危険を防止するため、爆発性や易燃性等を有する危険物を積載する車

両の通行を禁止又は制限できるとしている。 

 

〇道路法施行令（第 19 条の 13、第 19 条の 15） 

道路管理者は、次に掲げる危険物を積載する車両のうち水底トンネルを通行することが

できる車両を、道路管理者の定める種類に属し、かつ、積載する危険物の容器、容器への

収納方法及び包装（次条において「容器包装」という。）、積載数量並びに積載方法が道路

管理者の定める要件を満たしているものに限ることができる。アンモニアは危険物（高圧

ガス、劇物）に該当する。 

道路管理者は、第 19 条の 12 又は第 19 条の 13 の規定により車両の通行を禁止し、又は

制限しようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を公

示しなければならないとしている。 

 

   〇道路法施行規則（第４条の９、第４条の 10） 

水底トンネルに類するトンネルとは、水際にあるトンネルで当該トンネルの路面の高さ

が水面の高さ以下のもの又は長さ 5,000m 以上のトンネルとしている。また、道路法施行

令第 19 条の 15 の規定による車両の通行の禁止又は制限に関する公示は、次の各号に掲げ

る事項を官報に掲載して行うものとするとしている。 

一 危険物を積載する車両の通行を禁止し、又は制限する水底トンネルの名称及び箇所 

二 危険物を積載する車両の通行を禁止するときは、当該危険物の表示 

三 危険物を積載する車両の通行を制限するときは、次に掲げる事項 

イ 当該危険物の表示 

ロ 当該危険物を積載することができる車両の種類 

ハ 当該危険物の容器包装、積載数量及び積載方法に関する要件 

ニ 当該危険物を積載する車両の通行することができる時間を定めるときは、その時間 

 

■パイプラインを用いた供給  

（導管の設置が規制される場所） 

〇一般高圧ガス保安規則（第６条第１項第 43 号イ、ハ） 

導管は、地崩れ、山崩れ、地盤の不同沈下等のおそれのある場所、その他経済産業大臣

が定める場所又は建物の内部もしくは基礎面下に設置しないこと。また、導管を地盤面下

に埋設するときは、0.6m 以上地盤面から下に埋設することとしている。 

 

〇コンビナート等保安規則（第９条第１号） 

導管は、地崩れ、山崩れ、地盤の不同沈下等のおそれのある場所、その他経済産業大臣

が定める場所又は建物の内部若しくは基礎面下に設置しないこととしている。また、導管
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は、その外面から他の工作物に対し 0.3m 以上の距離を有し、埋設深さは表 37 のとおり定

めている。 

 

表 37：コンビ則による導管埋設深さ（地表からの距離）の規定（再掲） 

設置場所 地表面からの距離 防護構造物内に設置する場合 

山林原野 0.9m 以下としない 0.6m 未満としない 

その他の地域 1.2m 以下としない 

市街地の道路の路面下 1.8m 以下としない 1.5m 以下としない 

市街地以外の道路の 

路面下 

1.5m 以下としない（路盤面

より 0.5m 以下としない） 

 

路面下以外の道路下 
1.2m 以下としない 0.6m 以下としない（市街地の

道路下は 0.9m 以下としない） 

電線、水管、下水道管、ガス管その他これらに類するもの（各戸に引き込むためのもの

及びこれが取り付けられるものに限る。）が埋設されている道路又は埋設する計画のあ

る道路に埋設する場合は、これらの上部に埋設しないこと。 

資料：コンビナート等保安規則を基に作成 

< h t t p s : / / e l a w s . e - g o v . g o . j p / d o c u m e n t ? l a w i d = 3 6 1 M 5 0 0 0 0 4 0 0 0 8 8 >より作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

〇「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める

告示」（経済産業省告示第 169 号）（第 12 条の１、４、７） 

液化石油ガス保安規則第６条第１項第 36 号イ、一般高圧ガス保安規則第６条第１項第

43 号イ及びコンビナート等保安規則第９条第１号の経済産業大臣が定める場所として、パ

イプラインの設置を制限する場所は表 38 のとおり。なお、地形の状況その他特別の理由

によりやむを得ない場合、保安上適切な措置を講ずる場合は、導管設置が可能な場所があ

る。また、制限する場所を横断/架空横断する場合は、規制を適用しない場所がある。 

 

表 38：パイプラインの設置が規制される場所（再掲） 

 
導管の設置を制限する場所 

保安上の適切な

措置による設置 

横断/架空横断

する場合 

１ 災害対策基本法による震災時のための避難空地   

２ 鉄道及び道路のずい道内   

３ 高速自動車国道及び自動車専用道路の車道、路

肩及び中央帯並びに狭あいな道路 
可 適用の対象外 

４ 河川区域及び水路敷 可 適用の対象外 

５ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

により指定された、急傾斜地崩壊危険区域 
可  

６ 地すべり等防止法により指定された、地すべり

防止区域、ぼた山崩かい防止区域 
可  

７ 海岸法第２条に規定する海岸保全施設及びその

敷地 
可 適用の対象外 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2 0 0 8 0 6 _

h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

また、導管地下埋設時の工作物に対する水平距離は、表 39 の水平距離以上を必要とす

る。 
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表 39：導管埋設時の工作物に対して必要な水平距離（再掲） 

 
工作物 

必要水平距離

（毒性ガス） 

１ 建築物（地下街内の建築物を除く。） 1.5m 

２ 地下街及びずい道 10m 

３ 水道法第３条第８項に規定する水道施設であって毒性ガスが混入

するおそれのあるもの（水道施設：水道のための取水施設、貯水

施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設） 

300m 

第１号及び第２号に掲げる工作物にあっては、保安上適切な漏えい拡散防止措置を講ず

る場合は、当該各号に掲げる水平距離を短縮することができる。 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2 0 0 8 0 6 _

h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

 さらに、導管地上設置時の施設に対する水平距離は表 40 の水平距離以上を必要とする。 

表 40：導管地上設置時の施設に対して必要な水平距離（再掲） 

 
施設 

必要な水平距離 

（毒性ガス） 

１ 鉄道（専ら貨物の輸送の用に供するものを除く。） 40m 

２ 
道路（工業専用地域内にある道路および第十二号に掲げる避難

道路を除く） 
40m 

３ 
学校教育法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、高等専門学校、特別支援学校又は幼稚園 
72m 

４ 

（収容定員 20 人以上のもの） 

児童福祉施設、身体障害者社会参加支援施設、生活保護法によ

る保護施設（授産施設及び宿所提供施設を除く）、老人福祉施

設、有料老人ホーム、母子・父子福祉施設、障害者職業能力開

発校、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関す

る法律による特定民間施設、介護老人保健施設、障害福祉サー

ビス事業所、障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホ

ーム 

72m 

５ 医療法に規定する病院 72m 

６ 

都市計画法に規定する公共空地又は都市公園法に規定する都市

公園（第十二号に掲げる避難空地及び工業専用地域内にある都

市公園を除く） 

72m 

７ 
劇場、映画館、演芸場、公会堂その他これらに類する施設であ

って 300 人以上の人員を収容することができるもの 
72m 

８ 

百貨店、マーケット、公衆浴場、ホテル、旅館その他不特定多

数の者を収容することを目的とする建築物（仮設建築物を除

く）で、その用途部分の床面積が合計 1,000 ㎡以上 

72m 

９ 1 日に平均２万人以上が乗降する駅の母屋及びプラットホーム 72m 

10 

文化財保護法による重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡名

勝天然記念物若しくは重要な文化財、旧重要美術品等の保存に

関する法律による重要美術品 

72m 

11 
水道法第三条第八項に規定する水道施設であって高圧ガスの混

入のおそれのあるもの 
300m 

12 
災害対策基本法の都道府県、市町村地域防災計画で定められて

いる震災時のための避難空地、避難道路 
300m 

13 
住宅（前各号に掲げるもの又は仮設建築物を除く。）又は前各

号に掲げる施設に類する施設で、多数の者が出入りし、もしく
40m 
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は勤務しているもの 

常用の圧力が 1MPa 未満の場合、それぞれ下欄から 15m を減じた水平距離とする 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2 0 0 8 0 6 _

h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 

さらに、導管地上設置時の導管に係る空地は、常用圧力によって表 41 に定める幅以上

とする。 

表 41：導管の地上設置時に必要な空地（再掲） 

常用の圧力 必要な空地の幅 

0.2MPa 未満 ５m 

0.2MPa 以上 1MPa 未満 ９m 

１MPa 以上 15m 

工業専用地域に設置する導管は下欄の幅の３分の１以上の幅とする 

資料：「製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示」 

< h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / s a f e t y _ s e c u r i t y / i n d u s t r i a l _ s a f e t y / s a n g y o / h i p r e g a s / f i l e s / 2 0 2 0 0 8 0 6 _

h p _ 0 2 _ 2 . p d f >を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

〇海岸法、河川法、道路法 

導管を海岸保全区域や河川区域内、道路に設置・埋設する場合は、それぞれの管理者へ

以下の手続きを要する点に留意する。 

表 42：海岸法・河川法・道路法による必要手続(再掲) 

手続の必要な行為 手続名 根拠法令 

海岸管理者以外の者が施行す
る工事 

海岸管理者以外の者の施行
する工事の承認 

・海岸法第 13 条第１項 

海岸保全区域を占用しようと
するとき 

海岸保全区域の占用の許可 
・海岸法第７条第１項 
・海岸法施行規則第３条 

海岸保全区域内において、 
・土石の採取 
・水面又は公共海岸の土地以

外の土地において、他の施
設等の新築又は改築 

・土地の掘削、盛土、切土等 

海岸保全区域における制限
行為の許可 

・海岸法第８条第１項 
・海岸法施行令第３条 
・海岸法施行規則第４条 

河川管理者以外の河川工事又
は河川の維持を行おうとする
時 

河川管理者以外の者の施行
する工事等の承認 

・河川法第 20 条 
・河川法施行令第 11 条 

第 12 条 

河川区域内の土地を占用しよ
うとする時 

土地の占用の許可 
・河川法第 24 条 
・河川法施行規則第 11 条 

第 12 条 

河川区域内の土地において工
作物を新築し、改築し、又は
除却しようとする時 

工作物の新築等の許可 
・河川法第 26 条 
・河川法施行規則第 11 条 
 第 12 条 

道路区域内への工作物の設置
や、管類等を埋設するとき 

道路占用許可 
・道路法第 32 条 
・道路法施行令第７条 

資料：海岸法、海岸法施行令、海岸法施行規則、河川法、河川法施行規則、道路法、道路法施行令を基に作成 

（令和５年 1 月 17 日アクセス） 

 


